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保険金一覧 
この保険契約においてお支払いする保険金の概要をご説明いたしま

す。 

 

保険金の種類 
保険金を 

お支払いする場合 
保険金のお支払額 

死亡保険金 

保険期間中の事故によ

るケガ※のため、事故の

発生の日からその日を

含めて１８０日以内に

死亡された場合 

払込保険料累計額の5 倍相当額（注）

をお支払いします。 

（注）保険期間の中途において積

立金の一部を払い出された

場合等は、当社所定の方法

により減じた額を保険金と

してお支払いします。 

重度後遺障害 

保険金 

保険期間中の事故によ

るケガのため、事故の

発生の日からその日を

含めて１８０日以内に

重度後遺障害※が生じ

た場合 

払込保険料累計額の５倍相当額（注）

をお支払いします。 

被保険者が事故の発生の日からそ

の日を含めて１８０日を超えてな

お治療※を要する状態にある場合

は、当社は、事故の発生の日から

その日を含めて１８１日目における

医師※の診断に基づき重度後遺障

害を認定して、重度後遺障害保険

金をお支払いします。 

（注）保険期間の中途において積

立金の一部を払い出された

場合等は、当社所定の方法

により減じた額を保険金と

してお支払いします。 

 
【※印の用語のご説明】 

●「ケガ」とは、急激かつ偶然な外来の事故によって身体に被った傷害をいい

ます。 

 「急激」とは、「事故が突発的で、傷害発生までの過程において時間的間隔

がないこと」を意味します。 

 「偶然」とは、「保険事故の原因または結果の発生が被保険者にとって予知

できない、被保険者の意思に基づかないこと」を意味します。 

 「外来」とは、「保険事故の原因が被保険者の身体外部からの作用によるこ

と、身体に内在する疾病要因の作用でないこと」を意味します。 

 「傷害」には、身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、

吸収または摂取した場合に急激に生ずる中毒症状（注）を含み、次のいずれ

かに該当するものを含みません。 

  ①細菌性食中毒 ②ウイルス性食中毒 

 （注）中毒症状…継続的に吸入、吸収または摂取した結果生ずる中毒症状を

除きます。 
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●「重度後遺障害」とは、次のいずれかの状態をいいます。 

1. 両眼が失明した場合 

2. 咀（そ）しゃくまたは言語の機能を全く廃した場合 

3. 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、常に介護を要する場

合 

4. 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する場合 

5. 両上肢をひじ関節以上で失った場合、または両上肢の用を全く廃した

場合 

6. 両下肢をひざ関節以上で失った場合、または両下肢の用を全く廃した

場合 

7. １上肢をひじ関節以上で失い、かつ１下肢をひざ関節以上で失ったか、

またはその用を全く廃した場合 

8. １上肢の用を全く廃し、かつ、１下肢をひざ関節以上で失った場合 

（注）５. ～８. における「以上」とはその関節より心臓に近い部分をい

います。 

●「治療」とは、医師※が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。 

●「医師」とは、被保険者が医師の場合は、その被保険者以外の医師をいいま

す。 
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Chapter

 

 
 

 

普通保険約款は、基本となる補償内

容および契約手続等に関する原則的

な事項を定めたものです。財形傷害

保険の基本となる補償内容を定めた

「補償条項」、満期返れい金のお支

払方法やお支払金額、その他満期返

れい金の請求に関する事項を定めた

「満期返れい金支払条項」（財形貯

蓄傷害保険）、基本年金のお支払方

法やお支払金額、その他基本年金の

請求に関する事項を定めた「基本年

金支払条項」（財形年金傷害保険）、

満期返れい金および持家取得等費用

返れい金のお支払方法やお支払金額、

その他請求に関する事項を定めた

「満期返れい金および持家取得等費

用返れい金支払条項」（財形住宅傷

害保険）、基本事項や保険料の払込

み、告知義務など契約手続等に関す

る事項や保険金の請求に関する事項

を定めた「基本条項」から成り立っ

ています。

普通保険約款
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財形貯蓄傷害保険普通保険約款 
「用語の説明」 

この普通保険約款において使用される用語の説明は次のとおりとします。 
用語 説明 

危険 傷害の発生の可能性をいいます。 

契約基準日 

次のいずれかの日を基準として事業主または事務
代行団体と当社とが協議して定めた日をいいます。
① 第１回保険料控除日 
② 第１回保険料入金日 
③ 基本条項第３条（財産形成給付金または財産
形成基金給付金による保険料の払込み）の保険
料の払込み（注１）があった場合には、その払込日

④ 基本条項第４条（転職等の場合の従前の財形貯
蓄契約の残高による保険料の払込み）の保険料の
払込みがあった場合には、その払込日 

⑤ 基本条項第５条（事業主による貯蓄金の管理が
中止された場合の返還貯蓄金による保険料の払
込み）の保険料の払込み（注２）があった場合には、
その払込日 

⑥ 基本条項第６条（他の財形貯蓄取扱機関との財
形貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の保険
料の払込みがあった場合には、その払込日 

（注１）基本条項第３条（財産形成給付金または財産形成
基金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込み
第１回保険料としての払込みに限ります。 

（注２）基本条項第５条（事業主による貯蓄金の管理が中止
された場合の返還貯蓄金による保険料の払込み）の保険
料の払込み 
第１回保険料としての払込みに限ります。 

告知事項 

危険に関する重要な事項のうち、保険申込書の記載
事項とすることによって当社が告知を求めたもの（注）

をいいます。 
（注）当社が告知を求めたもの 

他の保険契約等に関する事項を含みます。 
財形貯蓄契約 財形法に基づく勤労者財産形成貯蓄契約をいいます。
財形法 勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律第９２号）

をいいます。 
財形法施行令 勤労者財産形成促進法施行令（昭和４６年政令第

３３２号）をいいます。 
財産形成給付金また
は財産形成基金給付
金 

財形法および財形法施行令に規定する勤労者財産
形成給付金契約または勤労者財産形成基金契約に
基づき支払われるべき財産形成給付金または財産
形成基金給付金をいいます。 

始期日 保険期間の初日をいいます。 
事業主 保険契約者を雇用している事業主をいいます。 
失効 この保険契約の全部または一部の効力を将来に向

かって失うことをいいます。 
自動車等 自動車または原動機付自転車をいいます。 
事務代行団体 財形法および財形法施行令に規定する事務代行団

体をいいます。 
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事務取扱協定 事業主または事務代行団体と当社との間で締結さ
れたこの保険契約に関する協定をいいます。 

傷害 

身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ
一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に生ず
る中毒症状（注）を含み、次のいずれかに該当するも
のを含みません。 
① 細菌性食中毒 
② ウイルス性食中毒 
（注）中毒症状 

継続的に吸入、吸収または摂取した結果生ずる中毒
症状を除きます。 

第１回保険料控除日
事業主がこの保険契約の保険料に相当する金額を
保険契約者に支払う賃金から最初に控除した日を
いいます。 

第１回保険料入金日
この保険契約の保険料に相当する金額が事業主に
より保険契約者に支払われる賃金から控除され、事
務代行団体を通じて当社に最初に払い込まれた日
をいいます。 

他の保険契約等 
この保険契約の全部または一部に対して支払責任
が同じである他の保険契約または共済契約をいい
ます。 

治療 

医師（注）が必要であると認め、医師（注）が行う治療
をいいます。 
（注）医師 

被保険者が医師である場合は、その被保険者以外の
医師をいいます。 

賃金 財形法に規定する賃金をいいます。 

訂正の申出 
告知事項について書面をもって訂正を申し出るこ
とであって、基本条項第８条（告知義務）(３)③に
規定する訂正の申出をいいます。 

払込代行契約 財形法に規定する払込代行契約をいいます。 
被保険者 この保険契約により補償の対象となる者をいいます。

暴動 
群衆または多数の者の集団の行動によって、全国ま
たは一部の地区において著しく平穏が害され、治安
維持上重大な事態と認められる状態をいいます。

保険期間 保険責任の始まる日から終了する日までの期間を
いいます。 

保険金 
この保険契約により補償される傷害が生じた場合
に、当社が被保険者または死亡保険金受取人に支払
うべき金銭であって、死亡保険金および重度後遺障
害保険金をいいます。 

保険契約者 
当社にこの保険契約の申込みをする者であって、こ
の保険契約が成立すれば、保険料の支払義務を負う
こととなる者をいいます。 

保険申込書 
当社にこの保険契約の申込みをするために提出す
る書類をいい、申込みに必要な内容を記載した付属
書類がある場合には、これらの書類を含みます。

保険料 保険契約者がこの保険契約に基づいて当社に払い
込むべき金銭をいいます。 

満期日 保険期間の末日をいいます。 
満期返れい金 保険期間が満了した場合に、当社が保険契約者に支

払う金銭をいいます。 
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無効 
この保険契約のすべての効力が、この保険契約締結
時から生じなかったものとして取り扱うことをい
います。 

（この保険契約の趣旨） 
この保険契約は、財形法に基づく財形貯蓄契約として、満期時に勤労者

に所定の満期返れい金を支払うとともに、保険期間中に勤労者が所定の事
故により死亡した場合または重度後遺障害状態となった場合は、所定の保
険金を支払うことを目的とするものです。 

第１章 補償条項 
第１条（保険金を支払う場合） 

当社は、被保険者が急激かつ偶然な外来の事故（以下「事故」といいま
す。）によってその身体に被った傷害に対して、この約款に従い保険金を支
払います。 

第２条（保険金を支払わない場合） 
(１)当社は、次のいずれかに該当する事由によって生じた傷害に対しては、保

険金を支払いません。 
① 被保険者の故意または重大な過失 
② 保険金を受け取るべき者の故意または重大な過失。ただし、その者が
死亡保険金の一部の受取人である場合には、死亡保険金を支払わないの
はその者が受け取るべき金額に限ります。 

③ 被保険者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為 
④ 被保険者が次のいずれかに該当する間に生じた事故 
ア．法令に定められた運転資格（注１）を持たないで自動車等を運転してい

る間 
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転
等の禁止）第１項に定める酒気を帯びた状態で自動車等を運転してい
る間 

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等の影響により正常な運
転ができないおそれがある状態で自動車等を運転している間 

⑤ 被保険者の脳疾患、疾病または心神喪失 
⑥ 被保険者の妊娠、出産、早産または流産 
⑦ 被保険者に対する外科的手術その他の医療処置。ただし、外科的手術
その他の医療処置によって生じた傷害が、当社が保険金を支払うべき傷
害の治療によるものである場合には、保険金を支払います。 

⑧ 被保険者に対する刑の執行 
⑨ 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これ
らに類似の事変または暴動 

⑩ 地震もしくは噴火またはこれらによる津波 
⑪ 核燃料物質（注２）もしくは核燃料物質（注２）によって汚染された物（注３）

の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事故 
⑫ ⑨から⑪までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の
混乱に基づいて生じた事故 

⑬ ⑪以外の放射線照射または放射能汚染 
(２)当社は、次のいずれかに該当する事由に対しては、保険金を支払いません。 

① 被保険者の入浴中の溺水（注４）。ただし、入浴中の溺水（注４）が、当社が
保険金を支払うべき傷害によって生じた場合には、保険金を支払います。 

② 被保険者の誤嚥えん（注５）によって生じた肺炎。この場合、誤嚥えん（注５）の原因
がいかなるときでも、保険金を支払いません。 
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（注１）法令に定められた運転資格 
運転する地における法令によるものをいいます。 

（注２）核燃料物質 
使用済燃料を含みます。 

（注３）核燃料物質によって汚染された物 
原子核分裂生成物を含みます。 

（注４）溺水 
水を吸引したことによる窒息をいいます。 

（注５）誤嚥
えん
 

食物、吐物、唾液等が誤って気管内に入ることをいいます 

第３条（死亡保険金の支払） 
(１)当社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被り、その直

接の結果として、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に死亡
した場合は、事故の発生した時における払込保険料累計額の５倍相当額を
死亡保険金として死亡保険金受取人に支払います。 

(２)基本条項第３１条（死亡保険金受取人の変更）(１)または(２)の規定によ
り被保険者の法定相続人が死亡保険金受取人となる場合で、被保険者の法
定相続人が２名以上であるときは、当社は、法定相続分の割合により死亡
保険金を被保険者の法定相続人に支払います。 

(３)基本条項第３１条（死亡保険金受取人の変更）(７)の死亡保険金受取人が
２名以上である場合は、当社は、均等の割合により死亡保険金を死亡保険
金受取人に支払います。 

(４)(１)の払込保険料累計額は、この保険契約の保険料として当社に払い込ま
れた金額（注１）の合計額（注２）をいいます。 

(５)(１)の死亡保険金が支払われる場合において、第１条（保険金を支払う場
合）の事故が発生した後、保険料に相当する金額が賃金から控除され当社
に払い込まれたとき、保険料に相当する金額が払込代行契約に基づき事務
代行団体を通じて当社に払い込まれたとき、基本条項第３条（財産形成給
付金または財産形成基金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込み
があったときまたは同条項第５条（事業主による貯蓄金の管理が中止され
た場合の返還貯蓄金による保険料の払込み）の保険料の払込みがあったと
きは、死亡保険金を支払う時にその保険料相当額を被保険者の法定相続人
に返還します。 

（注１）この保険契約の保険料として当社に払い込まれた金額 
当社に払い込まれていない場合でも、事故の生じた時に既に保険料に相当する金額

が賃金から控除され、その後当社に払い込まれた場合には、その額を含みます。 
（注２）合計額 

保険期間の中途において、当社が返還保険料を支払った場合は、当社の定める方法
により減じた額とします。 

第４条（重度後遺障害保険金の支払） 
(１)当社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被り、その直

接の結果として、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に別表
１に掲げる重度後遺障害が生じた場合は、第３条（死亡保険金の支払）の
死亡保険金に相当する金額を重度後遺障害保険金として被保険者に支払
います。 

(２)(１)の規定にかかわらず、被保険者が事故の発生の日からその日を含めて
１８０日を超えてなお治療を要する状態にある場合は、当社は、事故の発
生の日からその日を含めて１８１日目における被保険者以外の医師の診
断に基づき重度後遺障害を認定して、重度後遺障害保険金を支払います。 

(３)被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った時既に存在して
いた身体の障害の影響により、別表１に掲げる重度後遺障害が生じた場合
も、(１)および(２)の重度後遺障害に含むものとします。 
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(４)(１)または(２)の重度後遺障害保険金が支払われる場合において、第１条
（保険金を支払う場合）の事故が発生した後、保険料に相当する金額が賃
金から控除され当社に払い込まれたとき、保険料に相当する金額が払込代
行契約に基づき事務代行団体を通じて当社に払い込まれたとき、基本条項
第３条（財産形成給付金または財産形成基金給付金による保険料の払込み）
の保険料の払込みがあったときまたは同条項第５条（事業主による貯蓄金
の管理が中止された場合の返還貯蓄金による保険料の払込み）の保険料の
払込みがあったときには、重度後遺障害保険金を支払う時にその保険料相
当額を保険契約者に返還します。 

第５条（死亡の推定） 
被保険者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合また

は遭難した場合において、その航空機または船舶が行方不明となった日ま
たは遭難した日からその日を含めて３０日を経過してもなお被保険者が発
見されないときは、その航空機または船舶が行方不明となった日または遭
難した日に、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害によって死
亡したものと推定します。この場合において、行方不明となった日または
遭難した日の後、保険料に相当する金額が賃金から控除され当社に払い込
まれたとき、保険料に相当する金額が払込代行契約に基づき事務代行団体
を通じて当会社に払い込まれたとき、基本条項第３条（財産形成給付金ま
たは財産形成基金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込みがあっ
たときまたは同条項第５条（事業主による貯蓄金の管理が中止された場合
の返還貯蓄金による保険料の払込み）の保険料の払込みがあったときには、
第３条（死亡保険金の支払）(５)の規定に準じて返還します。 

第６条（他の傷害または疾病の影響等） 
(１)被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った時既に存在して

いた疾病の影響により、または同条の傷害を被った後にその原因となった
事故と関係なく発生した傷害もしくは疾病の影響により同条の傷害が重
大となった場合は、当社は、保険金を支払いません。 

(２)正当な理由がなく被保険者が治療を怠ったことまたは保険金を受け取る
べき者が治療をさせなかったことにより第１条（保険金を支払う場合）の
傷害が重大となった場合は、当社は、保険金を支払いません。 

第２章 満期返れい金支払条項 
第１条（満期返れい金を支払う場合） 

当社は、保険期間が満了した場合には、この約款に従い満期返れい金を
保険契約者に支払います。 

第２条（保険期間満了日の指定） 
(１)保険契約者は、満期返れい金の支払を受けようとする場合は、あらかじめ、

第４条（満期返れい金の支払）(３)の書類により、保険期間満了日を指定
しなければなりません。 

(２)保険契約者は、契約基準日（注）から起算して３年未満の日を保険期間満了
日として指定することはできません。 

（注）契約基準日 
基本条項第４条（転職等の場合の従前の財形貯蓄契約の残高による保険料の払込み）

の保険料の払込みがあった場合または他の財形貯蓄取扱機関の業務停止等に伴い同条
項第６条（他の財形貯蓄取扱機関との財形貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の
保険料の払込みがあった場合には、従前の財形貯蓄契約の契約基準日に相当する日を
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いいます。 

第３条（満期返れい金の支払額） 
(１)満期返れい金として当社が支払う額は、保険期間満了日におけるこの保険

契約の払込保険料および経過期間に応じて計算し、積み立てた金額（別表
２例示）とします。 

(２)(１)の経過期間は、保険期間の月数をもって計算することとし、１か月未
満の端数は１か月とします。 

第４条（満期返れい金の支払） 
(１)満期返れい金の支払は、保険契約者からその支払方法についての指定があ

り当社がこれを承認した場合を除いて当社の本店または支店で行うもの
とし、保険期間満了日または(３)の請求書類が当社に到着した日のいずれ
か遅い日の翌日から起算して２０日以内に行います。 

(２)(１)の規定による満期返れい金の支払は、日本国内において、日本国通貨
をもって行います。 

(３)保険契約者が満期返れい金の支払を受けようとする場合は、別表３に掲げ
る書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりません。 

(４)保険契約者が(３)の書類に事実を記載しなかった場合または事実と異な
る記載をした場合は、事実が記載された書類が当社に提出されるまでは、
当社は、満期返れい金を支払いません。 

(５)満期返れい金請求権は、保険期間満了日の翌日から起算して３年を経過し
た時に消滅します。 

第３章 基本条項 
第１条（保険責任の始期および終期） 

(１)この保険契約は、契約基準日を始期日とし、契約基準日から起算して３年
以上経過した日（注１）で、満期返れい金支払条項第２条（保険期間満了日の
指定）の規定により保険契約者が指定した保険期間満了日を満期日としま
す。 

(２)当社の保険責任は、始期日の午後４時（注２）に始まり、満期日の午後４時
に終わります。 

(３)(２)の時刻は、日本国の標準時によるものとします。 
（注１）契約基準日から起算して３年以上経過した日 

第４条（転職等の場合の従前の財形貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の保険
料の払込みがあった場合または他の財形貯蓄取扱機関の業務停止等に伴い第６条（他
の財形貯蓄取扱機関との財形貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の保険料の払込
みがあった場合には、従前の財形貯蓄契約の契約基準日に相当する日から起算して３
年以上経過した日とします。 

（注２）始期日の午後４時 
第１回保険料控除日または用語の説明「契約基準日」の③から⑥に規定する払込日

が契約基準日と異なる場合は、第１回保険料控除日またはその払込日の午後４時とし
ます。 

第２条（保険料の定期払込） 
(１)保険契約者は、保険期間中、定期に保険料を払い込まなければなりません

（この場合の払込みを、以下「定期払込」といいます。）。 
(２)保険料の定期払込は、事業主が、その保険料に相当する金額を保険契約者

に支払う賃金から控除し、保険契約者に代わって、その金額をこの保険契
約の保険料として払い込むことまたは事務代行団体がその保険料に相当
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する金額を払い込むことによって行うものとし、第３条（財産形成給付金
または財産形成基金給付金による保険料の払込み）、第４条（転職等の場
合の従前の財形貯蓄契約の残高による保険料の払込み）、第５条（事業主
による貯蓄金の管理が中止された場合の返還貯蓄金による保険料の払込
み）および第６条（他の財形貯蓄取扱機関との財形貯蓄契約の残高による
保険料の払込み）の保険料の払込みを含みません。 

(３)(２)に規定する定期払込保険料に相当する金額は、事務取扱協定に基づい
てその事業主または事務代行団体から当社または当社の指定した場所に
払い込まれた時に、この保険契約の保険料として当社に払い込まれたもの
とします。 

(４)保険料の定期払込の方法は、毎月払、毎賞与時払その他当社の定める方法
とし、保険契約者は、保険契約締結に際しこれらの方法のいずれかを選択
するものとします。 

第３条（財産形成給付金または財産形成基金給付金によ
る保険料の払込み） 

(１)保険契約者は、財産形成給付金または財産形成基金給付金によって保険料
の払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは、次に定めるところにより行うものとします。 
① 当社が財形法および財形法施行令に規定する財産形成給付金もしくは

財産形成基金給付金の一括支払機関に指定されている場合または当社の
みが財形法施行令に規定する給付金支払機関である場合 
保険契約者が事業主を通じて行う申出により、財産形成給付金または

財産形成基金給付金を保険料に振り替えることによって行うものとしま
す。 

② ①以外の場合 
財形法施行令に規定する給付金支払機関が、事業主を通じて保険契約

者が行う申出に基づき、保険契約者に代わって行うものとします。 
(３)(１)の財産形成給付金または財産形成基金給付金は、(２)①の場合にはそ

の振替の時、(２)②の場合には当社または当社の指定した場所に払い込ま
れた時に、この保険契約の保険料として当社に払い込まれたものとします。 

第４条（転職等の場合の従前の財形貯蓄契約の残高によ
る保険料の払込み） 

(１)保険契約者は、財形法および財形法施行令に規定するところにより、転職
等により事業主に雇用されることとなった時以前に当社以外の財形貯蓄
取扱機関との間で締結されていた財形貯蓄契約の残高によって保険料の
払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは、この保険契約の第１回定期払込保険料に相当す
る金額が保険契約者に支払う賃金から控除される日または払込代行契約
に基づき事務代行団体を通じて当社に払い込まれる日以前に財形法およ
び財形法施行令に規定するところにより行うものとします。 

第５条（事業主による貯蓄金の管理が中止された場合の
返還貯蓄金による保険料の払込み） 

(１)保険契約者は、財形法および財形法施行令に規定するところにより、返還
貯蓄金（注）によって保険料の払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは、事業主または事務代行団体が、その返還貯蓄金（注）

を、保険契約者の申出に基づき、保険契約者に代わってこの保険契約の保険
料として払い込むことにより行うものとします。 

(３)(１)の保険料に相当する金額は、その事業主または事務代行団体から当社
または当社の指定した場所に払い込まれた時に、この保険契約の保険料と
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して当社に払い込まれたものとします。 
（注）返還貯蓄金 

保険契約者を雇用する事業主がその委託を受けて行う保険契約者の貯蓄金の管理で
あって労働省令で定めるところにより行われるものが中止された場合に保険契約者に
返還される貯蓄金をいいます。 

第６条（他の財形貯蓄取扱機関との財形貯蓄契約の残高
による保険料の払込み） 

(１)保険契約者は、財形法および財形法施行令に規定するところにより、当社
以外の財形貯蓄取扱機関との間で締結されていた財形貯蓄契約の残高に
よって保険料の払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは、この保険契約の第１回定期払込保険料に相当す
る金額が保険契約者に支払う賃金から控除される日または払込代行契約
に基づき事務代行団体を通じて当社に払い込まれる日以前に財形法およ
び財形法施行令に規定するところにより行うものとします。 

第７条（保険責任のおよぶ範囲） 
当社は、被保険者が日本国内または国外において被った傷害に対して保

険金を支払います。 

第８条（告知義務） 
(１)保険契約者は、保険契約締結の際、告知事項について、当社に事実を正確

に告げなければなりません。 
(２)当社は、保険契約締結の際、保険契約者が、告知事項について、故意また

は重大な過失によって事実を告げなかった場合または事実と異なること
を告げた場合は、保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険
契約を解除することができます。 

(３)(２)の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しません。 
① (２)に規定する事実がなくなった場合 
② 当社が保険契約締結の際、(２)に規定する事実を知っていた場合または

過失によってこれを知らなかった場合（注） 
③ 保険契約者が、補償条項第１条（保険金を支払う場合）の事故によっ

て傷害を被る前に、告知事項につき、書面をもって訂正を当社に申し出
て、当社がこれを承認した場合。なお、当社が、訂正の申出を受けた場
合において、その訂正を申し出た事実が、保険契約締結の際に当社に告
げられていたとしても、当社が保険契約を締結していたと認めるときに
限り、これを承認するものとします。 

④ 当社が、(２)の規定による解除の原因があることを知った時から１か月
を経過した場合または保険契約締結時から５年を経過した場合 

(４)(２)の規定による解除が傷害の発生した後になされた場合であっても、第
１８条（保険契約解除の効力）の規定にかかわらず、当社は、保険金を支
払いません。この場合において、既に保険金を支払っていたときは、当社
は、その返還を請求することができます。 

(５)(４)の規定は、(２)に規定する事実に基づかずに発生した傷害については
適用しません。 

（注）当社が保険契約締結の際、(２)に規定する事実を知っていた場合または過失によっ
てこれを知らなかった場合 
当社のために保険契約の締結の代理を行う者が、事実を告げることを妨げた場合ま

たは事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を含み
ます。 
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第９条（保険契約者の住所変更） 
保険契約者が住所または通知先を変更した場合は、保険契約者は、遅滞

なく、その旨を当社に通知しなければなりません。 

第１０条（保険契約の無効） 
保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不

法に取得させる目的をもって保険契約を締結した場合には、保険契約は無
効とします。 

第１１条（保険契約の失効） 
保険契約締結の後、被保険者が死亡した場合には、保険契約は効力を失

います。 

第１２条（保険金支払後の保険契約） 
死亡保険金または重度後遺障害保険金が支払われた場合は、この保険契

約は、その保険金支払の原因となった傷害を被った日に終了します。 

第１３条（保険契約の取消） 
保険契約者または保険金を受け取るべき者の詐欺または強迫によって当

社が保険契約を締結した場合には、当社は、保険契約者に対する書面によ
る通知をもって、この保険契約を取り消すことができます。 

第１４条（保険契約者による保険契約の解除） 
保険契約者は、当社に対する書面による通知をもって、この保険契約を

解除することができます。 

第１５条（重大事由による解除） 
(１)当社は、次のいずれかに該当する事由がある場合には、保険契約者に対す

る書面による通知をもって、この保険契約を解除することができます。 
① 被保険者または保険金を受け取るべき者が当社にこの保険契約に基づ
く保険金を支払わせることを目的として傷害を生じさせ、または生じさ
せようとしたこと。 

② 被保険者または保険金を受け取るべき者が、この保険契約に基づく保
険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとしたこと。 

③ 被保険者または保険金を受け取るべき者が、次のいずれかに該当する
こと。 
ア．反社会的勢力（注１）に該当すると認められること。 
イ．反社会的勢力（注１）に対して資金等を提供し、または便宜を供与する

等の関与をしていると認められること。 
ウ．反社会的勢力（注１）を不当に利用していると認められること。 
エ．その他反社会的勢力（注１）と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められること。 
④ 他の保険契約等との重複によって、被保険者に係る保険金額の合計額
が著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそ
れがあること。 

⑤ ①から④までに掲げるもののほか、被保険者または保険金を受け取る
べき者が、①から④までの事由がある場合と同程度に当社のこれらの者
に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を
生じさせたこと。 

(２)(１)の規定による解除が傷害の発生した後になされた場合であっても、第
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１８条（保険契約解除の効力）の規定にかかわらず、(１)①から⑤までの
事由が生じた時から解除がなされた時までに発生した傷害に対しては、当
社は、保険金（注２）を支払いません。この場合において、既に保険金（注２）

を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。 
（注１）反社会的勢力 

暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、
暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 

（注２）保険金 
保険金を受け取るべき者について、(１)③の規定による解除がなされた場合には、

保険金を受け取るべき者のうち、(１)③ア．からエ．までのいずれかに該当する者の
受け取るべき金額に限ります。 

第１６条（保険料の定期払込がない場合の保険契約の解除） 
保険料の定期払込がなされないままで、最後に保険料の定期払込がなさ

れた日から起算して２年を経過した場合には、この保険契約は、最後に保
険料の定期払込がなされた日から起算して２年を経過した日に保険契約者
によって解除されたものとみなします。ただし、保険契約者が、日本国外
にある事務所、事業所その他これらに準じるものに勤務している場合は、
当社が定めるところによります。 

第１７条（退職、転任その他の理由による場合の保険契約の解除） 
(１)退職等（注）によって保険契約者が、その勤務先に係る勤労者の資格を欠き、

退職等（注）が生じた日から起算して２年を経過した場合には、この保険契
約は、退職等（注）が生じた日から起算して２年を経過した日に保険契約者
によって解除されたものとみなします。ただし、その退職等（注）が生じた
日から起算して２年以内に、当社と事務取扱協定を締結している事業主に
よって支払われる賃金からの控除の方法により保険料が払い込まれた場
合または当社と事務取扱協定を締結している事務代行団体を通じて保険
料が払い込まれた場合を除きます。 

(２)払込代行契約の締結の日から起算して２年を経過した場合には、この保険
契約は、その締結日から起算して２年を経過した日に保険契約者によって
解除されたものとみなします。ただし、その締結日から起算して２年以内
に、当社と事務取扱協定を締結している事業主によって支払われる賃金か
らの控除の方法により保険料が払い込まれた場合またはこの保険契約の
保険料に相当する金額が事業主により保険契約者に支払われる賃金から
控除され当社と事務取扱協定を締結している事務代行団体を通じて払い
込まれた場合を除きます。 

（注）退職等 
退職、転任その他の理由をいいます。 

第１８条（保険契約解除の効力） 
保険契約の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。 

第１９条（保険契約者による保険契約条件の変更） 
(１)保険契約者は、当社の定めるところにより、次に掲げる保険契約の条件そ

の他必要な事項を変更することができます。 
① 保険料の払込方法 
② 保険料額 

(２)保険契約者は、(１)の規定による保険契約の条件の変更手続および次に掲
げる手続を、事業主または事務代行団体を通じて行うものとします。 
① 満期返れい金支払条項第２条（保険期間満了日の指定）の規定による
指定 
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② 第９条（保険契約者の住所変更）の規定による通知 
③ 第１４条（保険契約者による保険契約の解除）の規定による通知 

第２０条（当社による保険契約条件の変更） 
(１)当社は、保険期間の中途において、財形法その他法令の改正または市中金

利の変動等により特に必要があると認めた場合は、主務官庁の認可を得て、
この約款の規定または計算基礎（注）を将来に向かって変更することがあり
ます。 

(２)(１)の規定により計算基礎（注）を変更した場合、当社は、変更月以降は既
に当社に払い込まれた保険料を含めて変更後の計算基礎（注）を適用します。 

(３)当社は、(１)の変更をする場合には、保険契約者に変更日の３０日前まで
に通知します。 

(４)当社は、(３)の通知を、事業主または事務代行団体を通じて行うことがあ
ります。 

（注）計算基礎 
保険料または積立金額等の計算の基礎をいいます。 

第２１条（返還保険料の支払－無効の場合） 
保険契約が無効の場合には、当社は、保険料の全額を返還します。ただ

し、第１０条（保険契約の無効）の規定により保険契約が無効となる場合
には、返還保険料を支払いません。 

第２２条（返還保険料の支払－保険金支払後の保険契約の場合） 
第１２条（保険金支払後の保険契約）の規定により、保険契約が終了す

る場合には、返還保険料を支払いません。ただし、補償条項第３条（死亡
保険金の支払）(５)、同条項第４条（重度後遺障害保険金の支払）(４)また
は同条項第５条（死亡の推定）の規定による保険料の返還を除きます。 

第２３条（返還保険料の支払－取消の場合） 
第１３条（保険契約の取消）の規定により、当社が保険契約を取り消し

た場合には、当社は、返還保険料を支払いません。 

第２４条（返還保険料の支払－失効、解除の場合） 
(１)第１１条（保険契約の失効）、第１４条（保険契約者による保険契約の解

除）、第１５条（重大事由による解除）、第１６条（保険料の定期払込がな
い場合の保険契約の解除）、第１７条（退職、転任その他の理由による場
合の保険契約の解除）の規定により保険契約が失効した場合または保険契
約者もしくは当社が保険契約を解除した場合には、当社は、この保険契約
の払込保険料および経過期間に応じて計算した金額（別表４例示）を返還
します。この場合の経過期間については、満期返れい金支払条項第３条（満
期返れい金の支払額）(２)の規定を準用します。 

(２)(１)の場合において、保険契約者が、退職等（注１）の後他の事業主に雇用さ
れ、財形法および財形法施行令に規定するところにより、新契約（注２）の財
形貯蓄取扱機関に返還保険料を払い込むことを申し出たときは、当社は、
新契約（注２）の財形貯蓄取扱機関に払い込む方法によって、保険契約者に返
還保険料を支払います。 

(３)(１)の場合において、保険契約者が、財形法および財形法施行令に規定す
るところにより預替え等を行う場合に、新契約（注２）の財形貯蓄取扱機関に
返還保険料を払い込むことを申し出たときは、当社は、新契約（注２）の財形
貯蓄取扱機関に払い込む方法によって、保険契約者に返還保険料を支払い
ます。 
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(４)(１)の返還保険料の支払は、保険契約者からその支払方法についての指定
があり当社がこれを承認した場合を除いて当社の本店または支店で行う
ものとし、返還保険料支払事由が生じた日または(６)の請求書類が当社に
到着した日のいずれか遅い日の翌日から起算して２０日以内に行います。 

(５)(４)の規定による返還保険料の支払は、日本国内において、日本国通貨を
もって行います。 

(６)保険契約者が(１)から(３)までの返還保険料の支払を受けようとする場合
は、別表３に掲げる書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。 

(７)保険契約者が(６)の書類に事実を記載しなかった場合または事実と異な
る記載をした場合は、事実が記載された書類が当社に提出されるまでは、
当社は、返還保険料を支払いません。 

(８)第１１条（保険契約の失効）の規定により保険契約が失効し返還保険料が
支払われる場合において、被保険者の法定相続人が２名以上であるときは、
補償条項第３条（死亡保険金の支払）(２)および第３２条（死亡保険金受
取人が複数の場合の取扱い）の規定を準用します。 

（注１）退職等 
退職、転任その他の理由をいいます。 

（注２）新契約 
新たな財形貯蓄契約をいい、当社以外の財形貯蓄取扱機関との間で締結される契約

に限ります。 

第２５条（事故の通知） 
(１)被保険者が補償条項第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った場合は、

被保険者または保険金を受け取るべき者は、その原因となった事故の発生
の日からその日を含めて３０日以内に事故発生の状況および傷害の程度
を当社に通知しなければなりません。この場合において、当社が書面によ
る通知もしくは説明を求めたときまたは被保険者の診断書もしくは被保
険者の死体検案書の提出を求めたときは、これに応じなければなりません。 

(２)被保険者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合また
は遭難した場合は、保険金を受け取るべき者は、その航空機または船舶が
行方不明となった日または遭難した日からその日を含めて３０日以内に
行方不明または遭難発生の状況を当社に書面により通知しなければなり
ません。 

(３)被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理由がなく(１)もしく
は(２)の規定に違反した場合、またはその通知もしくは説明について知っ
ている事実を告げなかった場合もしくは事実と異なることを告げた場合
は、当社は、それによって当社が被った損害の額を差し引いて保険金を支
払います。 

第２６条（保険金の請求） 
(１)当社に対する保険金請求権は、次の時から、それぞれ発生し、これを行使

することができるものとします。 
① 死亡保険金については、被保険者が死亡した時 
② 重度後遺障害保険金については、被保険者に重度後遺障害が生じた時

または事故の発生の日からその日を含めて１８０日を経過した時のいず
れか早い時 

(２)被保険者または被保険者の法定相続人が保険金の支払を請求する場合は、
別表５に掲げる書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりませ
ん。 

(３)被保険者に保険金を請求できない事情がある場合で、かつ、保険金の支払
を受けるべき被保険者の代理人がいないときは、次に掲げる者のいずれか
がその事情を示す書類をもってその旨を当社に申し出て、当社の承認を得
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たうえで、被保険者の代理人として保険金を請求することができます。 
① 被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 
② ①に規定する者がいない場合または①に規定する者に保険金を請求で

きない事情がある場合には、被保険者と同居または生計を共にする３親
等内の親族 

③ ①および②に規定する者がいない場合または①および②に規定する者
に保険金を請求できない事情がある場合には、①以外の配偶者（注）または
②以外の３親等内の親族 

(４)(３)の規定による被保険者の代理人からの保険金の請求に対して、当社が
保険金を支払った後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、当社は、
保険金を支払いません。 

(５)当社は、事故の内容または傷害の程度等に応じ、保険契約者、被保険者ま
たは保険金を受け取るべき者に対して、(２)に掲げるもの以外の書類もし
くは証拠の提出または当社が行う調査への協力を求めることがあります。
この場合には、当社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協
力をしなければなりません。 

(６)被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理由がなく(５)の規定
に違反した場合または(２)、(３)もしくは(５)の書類に事実と異なる記載を
し、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合は、当
社は、それによって当社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払いま
す。 

（注）配偶者 
法律上の配偶者に限ります。 

第２７条（保険金の支払時期） 
(１)当社は、請求完了日（注１）からその日を含めて３０日以内に、当社が保険

金を支払うために必要な次の事項の確認を終え、保険金を支払います。 
① 保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、
事故発生の状況、傷害発生の有無および被保険者に該当する事実 

② 保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保険金
が支払われない事由としてこの保険契約において定める事由に該当する
事実の有無 

③ 保険金を算出するための確認に必要な事項として、傷害の程度、事故
と傷害との関係、治療の経過および内容 

④ 保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約にお
いて定める解除、無効、失効または取消の事由に該当する事実の有無 

(２)(１)の確認をするため、次に掲げる特別な照会または調査が不可欠な場合
には、(１)の規定にかかわらず、当社は、請求完了日（注１）からその日を含
めて次に掲げる日数（注２）を経過する日までに、保険金を支払います。この
場合において、当社は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時
期を被保険者または保険金を受け取るべき者に対して通知するものとし
ます。 
① (１)①から④までの事項を確認するための、警察、検察、消防その他の
公の機関による捜査・調査結果の照会（注３） １８０日 

② (１)①から④までの事項を確認するための、医療機関、検査機関その他
の専門機関による診断、鑑定等の結果の照会 ９０日 

③ (１)③の事項のうち、重度後遺障害の内容およびその程度を確認するた
めの、医療機関による診断、重度後遺障害の認定に係る専門機関による
審査等の結果の照会 １２０日 

④ 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された災害の被災地
域における(１)①から④までの事項の確認のための調査 ６０日 

⑤ (１)①から④までの事項の確認を日本国内において行うための代替的
な手段がない場合の日本国外における調査 １８０日 

(３)(１)および(２)に掲げる必要な事項の確認に際し、被保険者または保険金
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を受け取るべき者が正当な理由がなくその確認を妨げ、またはこれに応じ
なかった場合（注４）には、これにより確認が遅延した期間については、(１)
または(２)の期間に算入しないものとします。 

(４)(１)または(２)の規定による保険金の支払は、被保険者または保険金を受
け取るべき者と当社があらかじめ合意した場合を除いては、日本国内にお
いて、日本国通貨をもって行うものとします。 

（注１）請求完了日 
被保険者または保険金を受け取るべき者が第２６条（保険金の請求）(２)および(３)

の規定による手続を完了した日をいいます。 
（注２）次に掲げる日数 

複数に該当する場合は、そのうち最長の日数とします。 
（注３）警察、検察、消防その他の公の機関による捜査・調査結果の照会 

弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）に基づく照会その他法令に基づく照会を含
みます。 

（注４）これに応じなかった場合 
必要な協力を行わなかった場合を含みます。 

第２８条（当社の指定する医師が作成した診断書等の要求） 
(１)当社は、第２５条（事故の通知）の規定による通知または第２６条（保険

金の請求）の規定による請求を受けた場合は、傷害の程度の認定その他保
険金の支払にあたり必要な限度において、被保険者または保険金を受け取
るべき者に対し当社の指定する医師が作成した被保険者の診断書または
死体検案書の提出を求めることができます。 

(２)(１)の規定による診断または死体の検案（注１）のために要した費用（注２）は、
当社が負担します。 

（注１）死体の検案 
死体について、死亡の事実を医学的に確認することをいいます。 

（注２）費用 
収入の喪失を含みません。 

第２９条（時効） 
保険金請求権は、第２６条（保険金の請求）(１)に定める時の翌日から起

算して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。 

第３０条（代位） 
当社が保険金を支払った場合であっても、被保険者またはその法定相続

人がその傷害について第三者に対して有する損害賠償請求権は、当社に移
転しません。 

第３１条（死亡保険金受取人の変更） 
(１)保険契約締結の際、保険契約者が死亡保険金受取人を定めなかった場合は、

被保険者の法定相続人を死亡保険金受取人とします。 
(２)保険契約締結の後、被保険者が死亡するまでは、保険契約者は、死亡保険

金受取人を変更することができます。 
(３)(２)の規定による死亡保険金受取人の変更を行う場合には、保険契約者は、

その旨を当社に通知しなければなりません。 
(４)(３)の規定による通知が当社に到達した場合には、死亡保険金受取人の変

更は、保険契約者がその通知を発した時にその効力を生じたものとします。
ただし、その通知が当社に到達する前に当社が変更前の死亡保険金受取人
に保険金を支払った場合は、その後に保険金の請求を受けても、当社は、
保険金を支払いません。 

(５)保険契約者は、(２)の死亡保険金受取人の変更を、法律上有効な遺言に
よって行うことができます。 
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(６)(５)の規定による死亡保険金受取人の変更を行う場合には、遺言が効力を
生じた後、保険契約者の法定相続人がその旨を当社に通知しなければ、そ
の変更を当社に対抗することができません。なお、その通知が当社に到達
する前に当社が変更前の死亡保険金受取人に保険金を支払った場合は、そ
の後に保険金の請求を受けても、当社は、保険金を支払いません。 

(７)死亡保険金受取人が被保険者が死亡する前に死亡した場合は、その死亡し
た死亡保険金受取人の死亡時の法定相続人（注）を死亡保険金受取人としま
す。 

(８)保険契約者は、重度後遺障害保険金について、その受取人を被保険者以外
の者に定め、または変更することはできません。 

（注）法定相続人 
法定相続人のうち死亡している者がある場合は、その者については、順次の法定相

続人とします。 

第３２条（死亡保険金受取人が複数の場合の取扱い） 
(１)この保険契約について、死亡保険金受取人が２名以上である場合は、当社

は、代表者１名を定めることを求めることができます。この場合において、
代表者は他の死亡保険金受取人を代理するものとします。 

(２)(１)の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでない場合には、
死亡保険金受取人の中の１名に対して行う当社の行為は、他の死亡保険金
受取人に対しても効力を有するものとします。 

第３３条（契約者配当） 
(１)当社は、毎事業年度末において保険料のうち満期返れい金の原資である積

立保険料の運用益が当社の予定した利率（注）に基づく運用益を超えた場合、
その超えた部分の運用益のうち、払込保険料および経過期間などに応じて
計算された金額を契約者配当準備金として積み立てます。 

(２)当社は、(１)の契約者配当準備金を、次の事業年度における保険期間の始
期日応当日に有効な保険契約に対して、払込保険料および経過期間などに
応じて計算しその応当日から積み立てておき、契約者配当金として次のと
おり支払います。 
① 死亡保険金を支払う場合には、死亡保険金を支払う時に被保険者の法

定相続人に支払います。 
② 重度後遺障害保険金を支払う場合には、重度後遺障害保険金を支払う

時に保険契約者に支払います。 
③ 満期返れい金を支払う場合には、満期返れい金を支払う時に保険契約
者に支払います。 

④ 保険契約の失効により返還保険料を支払う場合には、返還保険料を支
払う時に被保険者の法定相続人に支払います。 

⑤ 保険契約の解除により返還保険料を支払う場合には、返還保険料を支
払う時に保険契約者に支払います。 

(３)(２)の規定にかかわらず、保険契約が無効または取消となる場合には、当
社は、契約者配当金を支払いません。 

(４)契約者配当金の請求方法等については、満期返れい金支払条項第４条（満
期返れい金の支払）(１)から(４)までの規定を準用します。 

(５)契約者配当金請求権は、支払事由が生じた日の翌日から起算して３年を経
過した時に消滅します。 

（注）予定した利率 
保険料、満期返れい金等を算出する際に用いた利率をいいます。 

第３４条（訴訟の提起） 
この保険契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に提起

するものとします。 
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第３５条（保険法に定める書面の交付） 
保険契約が成立した場合でも、当社は、保険法（平成２０年法律第５６

号）に定める書面を保険契約者に交付しません。 

第３６条（準拠法） 
この約款に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。 
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別表１ 重度後遺障害表 
１．両眼が失明した場合 
２．咀そ しゃくまたは言語の機能を全く廃した場合 
３．神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、常に介護を要する場合 
４．胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する場合 
５．両上肢をひじ関節以上で失った場合または両上肢の用を全く廃した場合 
６．両下肢をひざ関節以上で失った場合または両下肢の用を全く廃した場合 
７．１上肢をひじ関節以上で失い、かつ、１下肢をひざ関節以上で失った
かまたはその用を全く廃した場合 

８．１上肢の用を全く廃し、かつ、１下肢をひざ関節以上で失った場合 
（注）５．から８．までの規定中「以上」とはその関節より心臓に近い部分をいいます。 
 
別表２ 満期返れい金積立金額例表 
※詳細は別冊でご確認ください。 
 

保険料を毎月１，０００円ずつ払い込んだ場合 
保険料払込年数 積 立 金 額 

３  年 円
４ 
５ 
７ 
１０ 
１５ 

 
別表３ 満期返れい金等および失効・解除の場合の返還保険料の請求書類 
① 当社の定める請求書 
② 保険契約者の印鑑証明書 
③ 保険契約者の本人確認資料、代理人が手続を行う場合の委任状など、
手続を行うにあたって必要と認められる書類 

 
別表４ 失効・解除の場合の返還保険料額例表 
※詳細は別冊でご確認ください。 
 

保険料を毎月１，０００円ずつ払い込んだ場合 
保険料払込年数 返還保険料額 

１  年 円
２ 
３ 
４ 
５ 
７ 
１０ 
１５ 
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別表５ 保険金請求書類 

保険金種類
提出書類 

死
 

 
亡
 

後
遺

障
害
 

重
 

 
度
 

１．保険金請求書 ○ ○ 
２．当社の定める傷害状況報告書 ○ ○ 
３．公の機関（やむを得ない場合には、第三者）
の事故証明書 ○ ○ 

４．死亡診断書または死体検案書 ○  
５．重度後遺障害の程度を証明する被保険者以外
の医師の診断書  ○ 

６．死亡保険金受取人（死亡保険金受取人を定め
なかった場合は、被保険者の法定相続人）の印鑑
証明書 

○  

７．被保険者の印鑑証明書  ○ 
８．被保険者の戸籍謄本 ○  
９．法定相続人の戸籍謄本（死亡保険金受取人を
定めなかった場合） ○  

１０．委任を証する書類および委任を受けた者の
印鑑証明書（保険金の請求を第三者に委任する
場合） 

○ ○ 

１１．その他当社が基本条項第２７条（保険金の
支払時期）(１)に定める必要な事項の確認を行う
ために欠くことのできない書類または証拠とし
て保険契約締結の際に当社が交付する書面等に
おいて定めたもの 

○ ○ 

（注）保険金を請求する場合には、○を付した書類のうち当社が求めるものを提出しなけ
ればなりません。 
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財形年金傷害保険普通保険約款 
「用語の説明」 

この普通保険約款において使用される用語の説明は次のとおりとします。 
用語 説明 

危険 傷害の発生の可能性をいいます。 
継続適用不適格事由 租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）

に規定する継続適用不適格事由をいいます。 

契約基準日 

次のいずれかの日を基準として事業主または事務
代行団体と当社とが協議して定めた日をいいます。
① 第１回保険料控除日 
② 第１回保険料入金日 
③ 基本条項第３条（財産形成給付金または財産形
成基金給付金による保険料の払込み）の保険料の
払込み（注）があった場合には、その払込日 

④ 基本条項第４条（転職等の場合の従前の財形年
金貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の保険
料の払込みがあった場合には、その払込日 

⑤ 基本条項第５条（他の財形年金貯蓄取扱機関と
の財形年金貯蓄契約の残高による保険料の払込
み）の保険料の払込みがあった場合には、その払
込日 

（注）基本条項第３条（財産形成給付金または財産形成基
金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込み 
第１回保険料としての払込みに限ります。 

告知事項 

危険に関する重要な事項のうち、保険申込書の記
載事項とすることによって当社が告知を求めたも
の（注）をいいます。 
（注）当社が告知を求めたもの 

他の保険契約等に関する事項を含みます。 

財形年金貯蓄契約 財形法に基づく勤労者財産形成年金貯蓄契約をい
います。 

財形法 勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律第９２号）
をいいます。 

財形法施行令 勤労者財産形成促進法施行令（昭和４６年政令
第３３２号）をいいます。 

財産形成給付金また
は財産形成基金給付
金 

財形法および財形法施行令に規定する勤労者財産
形成給付金契約または勤労者財産形成基金契約に
基づき支払われるべき財産形成給付金または財産
形成基金給付金をいいます。 

始期日 保険期間の初日をいいます。 
事業主 保険契約者を雇用している事業主をいいます。 
失効 この保険契約の全部または一部の効力を将来に向

かって失うことをいいます。 
自動車等 自動車または原動機付自転車をいいます。 
事務代行団体 財形法および財形法施行令に規定する事務代行団

体をいいます。 
事務取扱協定 事業主または事務代行団体と当社との間で締結さ

れたこの保険契約に関する協定をいいます。 
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傷害 

身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ
一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に生ず
る中毒症状（注）を含み、次のいずれかに該当するも
のを含みません。 
① 細菌性食中毒 
② ウイルス性食中毒 
（注）中毒症状 

継続的に吸入、吸収または摂取した結果生ずる中毒
症状を除きます。 

第１回保険料控除日
事業主がこの保険契約の保険料に相当する金額を
保険契約者に支払う賃金から最初に控除した日を
いいます。 

第１回保険料入金日
この保険契約の保険料に相当する金額が事業主に
より保険契約者に支払われる賃金から控除され、事
務代行団体を通じて当社に最初に払い込まれた日
をいいます。 

他の保険契約等 
この保険契約の全部または一部に対して支払責任
が同じである他の保険契約または共済契約をいい
ます。 

治療 

医師（注）が必要であると認め、医師（注）が行う治療
をいいます。 
（注）医師 

被保険者が医師である場合は、その被保険者以外の
医師をいいます。 

賃金 財形法に規定する賃金をいいます。 

訂正の申出 
告知事項について書面をもって訂正を申し出るこ
とであって、基本条項第８条（告知義務）(３)③に
規定する訂正の申出をいいます。 

被保険者 この保険契約により補償の対象となる者をいいま
す。 

不適格事由 租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）
に規定する不適格事由をいいます。 

暴動 
群衆または多数の者の集団の行動によって、全国ま
たは一部の地区において著しく平穏が害され、治安
維持上重大な事態と認められる状態をいいます。

保険期間 保険責任の始まる日から終了する日までの期間を
いいます。 

保険金 
この保険契約により補償される傷害が生じた場合
に、当社が被保険者または死亡保険金受取人に支払
うべき金銭であって、死亡保険金および重度後遺障
害保険金をいいます。 

保険契約者 
当社にこの保険契約の申込みをする者であって、こ
の保険契約が成立すれば、保険料の支払義務を負う
こととなる者をいいます。 

保険申込書 
当社にこの保険契約の申込みをするために提出す
る書類をいい、申込みに必要な内容を記載した付属
書類がある場合には、これらの書類を含みます。

保険料 保険契約者がこの保険契約に基づいて当社に払い
込むべき金銭をいいます。 

満期日 保険期間の末日をいいます。 
満期返れい金 保険期間が満了した場合に、当社が保険契約者に支

払う金銭をいいます。 
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無効 
この保険契約のすべての効力が、この保険契約締結
時から生じなかったものとして取り扱うことをい
います。 

（この保険契約の趣旨） 
この保険契約は、財形法に基づく財形年金貯蓄契約として、勤労者に所

定の年金を支払うとともに、保険期間中に勤労者が所定の事故により死亡
した場合または重度後遺障害状態となった場合は、所定の保険金を支払う
ことを目的とするものです。 

第１章 補償条項 
第１条（保険金を支払う場合） 

当社は、被保険者が急激かつ偶然な外来の事故（以下「事故」といいま
す。）によってその身体に被った傷害に対して、この約款に従い保険金を支
払います。 

第２条（保険金を支払わない場合） 
(１)当社は、次のいずれかに該当する事由によって生じた傷害に対しては、保

険金を支払いません。 
① 被保険者の故意または重大な過失 
② 保険金を受け取るべき者の故意または重大な過失。ただし、その者が
死亡保険金の一部の受取人である場合には、保険金を支払わないのはそ
の者が受け取るべき金額に限ります。 

③ 被保険者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為 
④ 被保険者が次のいずれかに該当する間に生じた事故 
ア．法令に定められた運転資格（注１）を持たないで自動車等を運転してい

る間 
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転
等の禁止）第１項に定める酒気を帯びた状態で自動車等を運転してい
る間 

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等の影響により正常な運
転ができないおそれがある状態で自動車等を運転している間 

⑤ 被保険者の脳疾患、疾病または心神喪失 
⑥ 被保険者の妊娠、出産、早産または流産 
⑦ 被保険者に対する外科的手術その他の医療処置。ただし、外科的手術
その他の医療処置によって生じた傷害が、当社が保険金を支払うべき傷
害の治療によるものである場合には、保険金を支払います。 

⑧ 被保険者に対する刑の執行 
⑨ 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これ
らに類似の事変または暴動 

⑩ 地震もしくは噴火またはこれらによる津波 
⑪ 核燃料物質（注２）もしくは核燃料物質（注２）によって汚染された物（注３）

の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事故 
⑫ ⑨から⑪までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の
混乱に基づいて生じた事故 

⑬ ⑪以外の放射線照射または放射能汚染 
(２)当社は、次のいずれかに該当する事由に対しては、保険金を支払いません。 

① 被保険者の入浴中の溺水（注４）。ただし、入浴中の溺水（注４）が、当社が
保険金を支払うべき傷害によって生じた場合には、保険金を支払います。 

② 被保険者の誤嚥えん（注５）によって生じた肺炎。この場合、誤嚥えん（注５）の原因
がいかなるときでも、保険金を支払いません。 
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（注１）法令に定められた運転資格 
運転する地における法令によるものをいいます。 

（注２）核燃料物質 
使用済燃料を含みます。 

（注３）核燃料物質によって汚染された物 
原子核分裂生成物を含みます。 

（注４）溺水 
水を吸引したことによる窒息をいいます。 

（注５）誤嚥
えん
 

食物、吐物、唾液等が誤って気管内に入ることをいいます 

第３条（死亡保険金の支払） 
(１)当社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被り、その直

接の結果として、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に死亡
した場合は、事故の発生した時における払込保険料累計額の５倍相当額を
死亡保険金として死亡保険金受取人に支払います。 

(２)基本条項第３１条（死亡保険金受取人の変更）(１)または(２)の規定によ
り被保険者の法定相続人が死亡保険金受取人となる場合で、被保険者の法
定相続人が２名以上であるときは、当社は、法定相続分の割合により死亡
保険金を被保険者の法定相続人に支払います。 

(３)基本条項第３１条（死亡保険金受取人の変更）(７)の死亡保険金受取人が
２名以上である場合は、当社は、均等の割合により死亡保険金を死亡保険
金受取人に支払います。 

(４)(１)の払込保険料累計額は、この保険契約の保険料として当社に払い込ま
れた金額（注）の合計額をいいます。 

(５)(１)の死亡保険金が支払われる場合において、第１条（保険金を支払う場
合）の事故が発生した後、保険料に相当する金額が賃金から控除され当社
に払い込まれたときまたは基本条項第３条（財産形成給付金または財産形
成基金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込みがあったときには、
死亡保険金を支払う時にその保険料相当額を被保険者の法定相続人に返
還します。 

（注）当社に払い込まれた金額 
当社に払い込まれていない場合でも、事故の生じた時に既に保険料に相当する金額

が賃金から控除され、その後当社に払い込まれた場合には、その額を含みます。 

第４条（重度後遺障害保険金の支払） 
(１)当社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被り、その直

接の結果として、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に別表
１に掲げる重度後遺障害が生じた場合は、第３条（死亡保険金の支払）の
死亡保険金に相当する金額を重度後遺障害保険金として、被保険者に支払
います。 

(２)(１)の規定にかかわらず、被保険者が事故の発生の日からその日を含めて
１８０日を超えてなお治療を要する状態にある場合は、当社は、事故の発
生の日からその日を含めて１８１日目における被保険者以外の医師の診
断に基づき重度後遺障害を認定して、重度後遺障害保険金を支払います。 

(３)被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った時既に存在して
いた身体の障害の影響により、別表１に掲げる重度後遺障害が生じた場合
も、(１)および(２)の重度後遺障害に含むものとします。 

(４)(１)または(２)の重度後遺障害保険金が支払われる場合において、第１条
（保険金を支払う場合）の事故が発生した後、保険料に相当する金額が賃
金から控除され当社に払い込まれたときまたは基本条項第３条（財産形成
給付金または財産形成基金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込
みがあったときには、重度後遺障害保険金を支払う時にその保険料相当額
を保険契約者に返還します。 
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第５条（死亡の推定） 
被保険者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合また

は遭難した場合において、その航空機または船舶が行方不明となった日ま
たは遭難した日からその日を含めて３０日を経過してもなお被保険者が発
見されないときは、その航空機または船舶が行方不明となった日または遭
難した日に、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害によって死
亡したものと推定します。この場合において、行方不明となった日または
遭難した日の後、保険料に相当する金額が賃金から控除され当社に払い込
まれたときまたは基本条項第３条（財産形成給付金または財産形成基金給
付金による保険料の払込み）の保険料の払込みがあったときには、第３条
（死亡保険金の支払）(５)の規定に準じて返還します。 

第６条（他の傷害または疾病の影響等） 
(１)被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った時既に存在して

いた疾病の影響により、または同条の傷害を被った後にその原因となった
事故と関係なく発生した傷害もしくは疾病の影響により同条の傷害が重
大となった場合は、当社は、保険金を支払いません。 

(２)正当な理由がなく被保険者が治療を怠ったことまたは保険金を受け取る
べき者が治療をさせなかったことにより第１条（保険金を支払う場合）の
傷害が重大となった場合は、当社は、保険金を支払いません。 

第２章 基本年金支払条項 
第１条（基本年金を支払う場合） 

当社は、保険期間が満了した場合には、この約款に従い所定の方法によ
り年金を保険契約者に支払います（以下「基本年金」といいます。）。 

第２条（基本年金の支払額） 
(１)当社が支払う基本年金の額は、次の算式によって算出した額とします。 

（別表２例示）
し、積み立てた金額
過期間に応じて計算
払込保険料および経
けるこの保険契約の
保険期間満了日にお

 × 
割合（別表３例示）
法に応じて定める
基本年金の支払方

 ＝ 基本年金の額 

(２)(１)の経過期間は、保険期間の月数をもって計算することとし、１か月未
満の端数は１か月とします。 

(３)(１)の規定にかかわらず、当社は、保険契約者またはその配偶者（注１）が財
形法施行令に規定する重度障害等になった場合には、保険期間満了日以後、
その保険契約者の申出に基づき、財形法施行令の定めるところにより基本
年金支払期間を短縮し、それに応じて当社が所定の方法により計算した金
額を、(１)の規定により計算した金額に加えて得た額をもって、以後の基
本年金額とします。 

(４)(３)の規定は、その保険契約者から申出があった日の翌日から当社の定め
る期間（注２）を経過した日以後の最初の基本年金の支払期日（注３）に支払う
基本年金から適用します。 

（注１）配偶者 
婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含みます。 

（注２）当社の定める期間 
３か月以内とします。 
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（注３）支払期日 
保険期間満了日の毎年の応当日をいいます。 

第３条（基本年金の支払） 
(１)第１回の基本年金の支払は、保険契約者からその支払方法についての指定

があり当会社がこれを承認した場合を除いて当会社の本店または支店で
行うものとし、保険期間満了日または(５)の請求書類が当社に到着した日
のいずれか遅い日の翌日から起算して 20日以内に行います。 

(２)第２回以後の基本年金の支払は、保険期間満了日の毎年の応当日に、保険
契約者からその支払方法についての指定があり当社がこれを承認した場
合を除いて当社の本店または支店で行います。 

(３)(２)の規定にかかわらず、基本年金を年２回または年４回に分割して支払
う場合には、その分割回数に応じて、次に掲げる期日に、分割された基本
年金の支払を行います。 
① 年２回分割の場合 

保険期間満了日の６か月ごとの応当日 
② 年４回分割の場合 

保険期間満了日の３か月ごとの応当日 
(４)(１)から(３)までの規定による基本年金の支払は、日本国内において、日

本国通貨をもって行います。 
(５)保険契約者が基本年金の支払を受けようとする場合は、別表４に掲げる書

類のうち当社が求めるものを提出しなければなりません。 
(６)保険契約者が、(５)の書類に知っている事実を記載しなかった場合または

事実と異なる記載をした場合は、事実が記載された書類が当社に提出され
るまでは、当社は、基本年金を支払いません。 

(７)基本年金請求権は、支払事由が生じた日の翌日から起算して３年を経過し
た時に消滅します。 

第４条（未払基本年金の一括支払） 
(１)保険期間満了後最終回年金支払日の前日までに保険契約者が死亡した場

合には、当社は、死亡した日における未払基本年金の現価（別表５例示）
を、被保険者の法定相続人に支払います。 

(２)保険期間満了後最終回年金支払日の前日までに、保険契約者が、当社の定
める手続により、未払基本年金の一括支払を請求した場合には、当社は、
この手続の日における未払基本年金の現価（別表５例示）を、保険契約者
に支払います。 

(３)(１)および(２)の規定により一括して支払う未払基本年金（以下「一括払
基本年金」といいます。）の支払は、保険契約者または被保険者の法定相
続人からその支払方法についての指定があり当社がこれを承認した場合
を除いて当社の本店または支店で行うものとし、一括払基本年金支払事由
が生じた日または(５)の請求書類が当社に到着した日のいずれか遅い日の
翌日から起算して２０日以内に行います。 

(４)(３)の規定による一括払基本年金の支払は、日本国内において、日本国通
貨をもって行います。 

(５)保険契約者または被保険者の法定相続人が一括払基本年金の支払を受け
ようとする場合は、別表４に掲げる書類のうち当社が求めるものを提出し
なければなりません。 

(６)保険契約者または被保険者の法定相続人が、(５)の書類に知っている事実
を記載しなかった場合または事実と異なる記載をした場合は、事実が記載
された書類が当社に提出されるまでは、当社は、一括払基本年金を支払い
ません。 

(７)(１)の規定により一括払基本年金が支払われる場合において、被保険者の
法定相続人が２名以上であるときは、補償条項第３条（死亡保険金の支払）
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(２)および基本条項第３２条（死亡保険金受取人が複数の場合の取扱い）
の規定を準用します。 

第３章 基本条項 
第１条（保険責任の始期および保険期間） 

(１)この保険契約は、契約基準日を始期日とし、契約基準日から起算して５年
以上経過した日（注１）で、保険契約者が定めた日を満期日とします。ただし、
満期日は保険契約者の年令が満６０才以上となっている日でなければな
りません。 

(２)当社の保険責任は、始期日の午後４時（注２）に始まり、満期日の午後４時
に終わります。 

(３)(２)の時刻は、日本国の標準時によるものとします。 
（注１）契約基準日から起算して５年以上経過した日 

第４条（転職等の場合の従前の財形年金貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の
保険料の払込みがあった場合または他の財形年金貯蓄取扱機関の業務停止等に伴い第
５条（他の財形年金貯蓄取扱機関との財形年金貯蓄契約の残高による保険料の払込み）
の保険料の払込みがあった場合には、従前の財形年金貯蓄契約の契約基準日に相当す
る日から起算して５年以上経過した日とします。 

（注２）始期日の午後４時 
第１回保険料控除日または用語の説明「契約基準日」の③から⑤に規定する払込日

が契約基準日と異なる場合は、第１回保険料控除日またはその払込日の午後４時とし
ます。 

第２条（保険料の定期払込） 
(１)保険契約者は、保険料払込期間中、定期に保険料を払い込まなければなり

ません（この場合の払込みを、以下「定期払込」といいます。）。ただし、
保険契約者が、日本国外にある事務所、事業所その他これらに準じるもの
に勤務している期間中は、保険料の払込みはできません。 

(２)保険料の定期払込は、事業主が、その保険料に相当する金額を保険契約者
に支払う賃金から控除し、保険契約者に代わって、その金額をこの保険契
約の保険料として払い込むことまたは事務代行団体がその保険料に相当
する金額を払い込むことによって行うものとし、第３条（財産形成給付金
または財産形成基金給付金による保険料の払込み）、第４条（転職等の場
合の従前の財形年金貯蓄契約の残高による保険料の払込み）および第５条
（他の財形年金貯蓄取扱機関との財形年金貯蓄契約の残高による保険料
の払込み）の保険料の払込みを含みません。 

(３)(２)に規定する定期払込保険料に相当する金額は、事務取扱協定に基づい
てその事業主または事務代行団体から当社または当社の指定した場所に
払い込まれた時に、この保険契約の保険料として当社に払い込まれたもの
とします。 

(４)保険料の定期払込の方法は、毎月払、毎賞与時払その他当社の定める方法
とし、保険契約者は、保険契約締結に際しこれらの方法のいずれかを選択
するものとします。 

第３条（財産形成給付金または財産形成基金給付金によ
る保険料の払込み） 

(１)保険契約者は、財産形成給付金または財産形成基金給付金によって保険料
の払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは、次に定めるところにより行うものとします。 
① 当社が財形法および財形法施行令に規定する財産形成給付金もしくは
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財産形成基金給付金の一括支払機関に指定されている場合または当社の
みが財形法施行令に規定する給付金支払機関である場合 
保険契約者が事業主を通じて行う申出により、財産形成給付金または

財産形成基金給付金を保険料に振り替えることによって行うものとしま
す。 

② ①以外の場合 
財形法施行令に規定する給付金支払機関が、事業主を通じて保険契約

者が行う申出に基づき、保険契約者に代わって行うものとします。 
(３)(１)の財産形成給付金または財産形成基金給付金は、(２)①の場合にはそ

の振替の時、(２)②の場合には当社または当社の指定した場所に払い込ま
れた時に、この保険契約の保険料として当社に払い込まれたものとします。 

第４条（転職等の場合の従前の財形年金貯蓄契約の残高
による保険料の払込み） 

(１)保険契約者は、財形法および財形法施行令に規定するところにより、転職
等により事業主に雇用されることとなった時以前に当社以外の財形年金
貯蓄取扱機関との間で締結されていた財形年金貯蓄契約の残高によって
保険料の払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは、この保険契約の第１回定期払込保険料に相当す
る金額が保険契約者に支払う賃金から控除される日以前に財形法および
財形法施行令に規定するところにより行うものとします。 

第５条（他の財形年金貯蓄取扱機関との財形年金貯蓄契
約の残高による保険料の払込み） 

(１)保険契約者は、財形法および財形法施行令に規定するところにより、当社
以外の財形年金貯蓄取扱機関との間で締結されていた財形年金貯蓄契約
の残高によって保険料の払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは、この保険契約の第１回定期払込保険料に相当す
る金額が保険契約者に支払う賃金から控除される日以前に財形法および
財形法施行令に規定するところにより行うものとします。 

第６条（払込保険料累計額の制限） 
この保険契約について払い込まれた保険料の累計額は、財産形成非課税

年金貯蓄申告書に記載された最高限度額（注）の範囲内でなければなりません。 
（注）最高限度額 

保険契約者が最高限度額を変更した場合には、変更後の最高限度額とします。 

第７条（保険責任のおよぶ範囲） 
当社は、被保険者が日本国内または国外において被った傷害に対して保

険金を支払います。 

第８条（告知義務） 
(１)保険契約者は、保険契約締結の際、告知事項について、当社に事実を正確

に告げなければなりません。 
(２)当社は、保険契約締結の際、保険契約者が、告知事項について、故意また

は重大な過失によって事実を告げなかった場合または事実と異なること
を告げた場合は、保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険
契約を解除することができます。 

(３)(２)の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しません。 
① (２)に規定する事実がなくなった場合 
② 当社が保険契約締結の際、(２)に規定する事実を知っていた場合または
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過失によってこれを知らなかった場合（注） 

③ 保険契約者が、補償条項第１条（保険金を支払う場合）の事故によっ
て傷害を被る前に、告知事項につき、書面をもって訂正を当社に申し出
て、当社がこれを承認した場合。なお、当社が、訂正の申出を受けた場
合において、その訂正を申し出た事実が、保険契約締結の際、当社に告
げられていたとしても、当社が保険契約を締結していたと認めるときに
限り、これを承認するものとします。 

④ 当社が、(２)の規定による解除の原因があることを知った時から１か月
を経過した場合または保険契約締結時から５年を経過した場合 

(４)(２)の規定による解除が傷害の発生した後になされた場合であっても、第
１８条（保険契約解除の効力）の規定にかかわらず、当社は、保険金を支
払いません。この場合において、既に保険金を支払っていたときは、当社
は、その返還を請求することができます。 

(５)(４)の規定は、(２)に規定する事実に基づかずに発生した傷害については
適用しません。 

（注）当社が保険契約締結の際、(２)に規定する事実を知っていた場合または過失によっ
てこれを知らなかった場合 
当社のために保険契約の締結の代理を行う者が、事実を告げることを妨げた場合ま

たは事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を含み
ます。 

第９条（保険契約者の住所変更） 
保険契約者が住所または通知先を変更した場合は、保険契約者は、遅滞

なく、その旨を当社に通知しなければなりません。 

第１０条（保険契約の無効） 
保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不

法に取得させる目的をもって保険契約を締結した場合には、保険契約は無
効とします。 

第１１条（保険契約の失効） 
保険契約締結の後、被保険者が死亡した場合には、保険契約は効力を失

います。 

第１２条（保険金支払後の保険契約） 
死亡保険金または重度後遺障害保険金が支払われた場合には、この保険

契約は、その保険金支払の原因となった傷害を被った日に終了します。 

第１３条（保険契約の取消） 
保険契約者または保険金を受け取るべき者の詐欺または強迫によって当

社が保険契約を締結した場合には、当社は、保険契約者に対する書面によ
る通知をもって、この保険契約を取り消すことができます。 

第１４条（保険契約者による保険契約の解除） 
保険契約者は、当社に対する書面による通知をもって、この保険契約を

解除することができます。 

第１５条（重大事由による解除） 
(１)当社は、次のいずれかに該当する事由がある場合には、保険契約者に対す

る書面による通知をもって、この保険契約を解除することができます。 
① 被保険者または保険金を受け取るべき者が当社にこの保険契約に基づ

032



V6698_年傷_普約 2.docx  10 
 

く保険金を支払わせることを目的として傷害を生じさせ、または生じさ
せようとしたこと。 

② 被保険者または保険金を受け取るべき者が、この保険契約に基づく保
険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとしたこと。 

③ 被保険者または保険金を受け取るべき者が、次のいずれかに該当する
こと。 
ア．反社会的勢力（注１）に該当すると認められること。 
イ．反社会的勢力（注１）に対して資金等を提供し、または便宜を供与する

等の関与をしていると認められること。 
ウ．反社会的勢力（注１）を不当に利用していると認められること。 
エ．その他反社会的勢力（注１）と社会的に非難されるべき関係を有してい
ると認められること。 

④ 他の保険契約等との重複によって、被保険者に係る保険金額の合計額
が著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそ
れがあること。 

⑤ ①から④までに掲げるもののほか、被保険者または保険金を受け取る
べき者が、①から④までの事由がある場合と同程度に当社のこれらの者
に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を
生じさせたこと。 

(２)(１)の規定による解除が傷害の発生した後になされた場合であっても、第
１８条（保険契約解除の効力）の規定にかかわらず、(１)①から⑤までの
事由が生じた時から解除がなされた時までに発生した傷害に対しては、当
社は、保険金（注２）を支払いません。この場合において、既に保険金（注２）

を支払っていたときは、当社は、その返還を請求することができます。 
（注１）反社会的勢力 

暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、
暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 

（注２）保険金 
保険金を受け取るべき者について、(１)③の規定による解除がなされた場合には、

保険金を受け取るべき者のうち、(１)③ア．からエ．までのいずれかに該当する者の
受け取るべき金額に限ります。 

第１６条（保険料の定期払込がない場合の保険契約の解除） 
(１)保険料の定期払込がなされないままで、最後に保険料の定期払込がなされ

た日から起算して２年を経過した場合には、この保険契約は、最後に保険
料の定期払込がなされた日から起算して２年を経過した日に保険契約者
によって解除されたものとみなします。ただし、その２年を経過する日が
最後の保険料払込を行うべき日以後となる場合を除きます。 

(２)(１)の規定にかかわらず、保険契約者が、租税特別措置法施行令（昭和３２
年政令第４３号）に規定する海外転勤者の財産形成非課税年金貯蓄継続適用
申告書を出国する日までに提出した場合には、当社が定めるところによりま
す。 

(３)第１回年金額が当社の定める金額に満たない場合には、最後の保険料の払
込みを行うべき日の翌日から保険期間満了日までの間に、当社は、保険契
約者に対する書面による通知をもって、この保険契約を解除することがで
きます。 

第１７条（不適格事由の発生等の場合の保険契約の解除） 
(１)最後の保険料の払込みを行うべき日までに、退職、転任その他の理由に

よって保険契約者に不適格事由が生じ、その事由が生じた日から起算して
２年を経過した場合には、この保険契約は、その事由が生じた日から起算
して２年を経過した日に保険契約者によって解除されたものとみなしま
す。ただし、不適格事由が生じた日から起算して２年以内に、当社と事務
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取扱協定を締結している事業主によって支払われる賃金からの控除の方
法により保険料が払い込まれた場合または当社と事務取扱協定を締結し
ている事務代行団体を通じて保険料が払い込まれた場合を除きます。 

(２)最後の保険料の払込みを行うべき日までに、海外転勤によって保険契約者
に継続適用不適格事由が生じ、その事由が生じた日から起算して１年を経
過した場合には、この保険契約は、その事由が生じた日から起算して１年
を経過した日に保険契約者によって解除されたものとみなします。 

(３)財産形成年金貯蓄の非課税適用確認申告書が、租税特別措置法施行令（昭
和３２年政令第４３号）に規定する提出期限までに提出されなかった場合
には、この保険契約は、その提出期限の翌日に保険契約者によって解除さ
れたものとみなします。 

第１８条（保険契約解除の効力） 
保険契約の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。 

第１９条（保険契約者による保険契約条件の変更） 
(１)保険契約者は、保険料払込期間中に限り、当社の定めるところにより、次

に掲げる保険契約の条件その他必要な事項を変更することができます。 
① 保険料の払込方法 
② 保険料額・基本年金額 
③ 保険料払込期間 
④ 保険期間 
⑤ 基本年金支払期間・基本年金支払方法 

(２)保険契約者は、(１)の規定による保険契約の内容の変更手続を事業主また
は事務代行団体を通じて行うものとします。 

(３)保険契約者は、その勤務先に係る勤労者としての資格を有している間に、
第９条（保険契約者の住所変更）または第１４条（保険契約者による保険
契約の解除）の規定による通知の手続を行う場合には、その手続を事業主
または事務代行団体を通じて行うものとします。 

(４)(１)および(２)の規定は、基本年金支払条項第２条（基本年金の支払額）(３)
に定める場合にはこれを適用しません。 

第２０条（当社による保険契約条件の変更） 
(１)当社は、保険期間の中途において、財形法その他法令の改正または市中金

利の変動等により特に必要があると認めた場合は、主務官庁の認可を得て、
この約款の規定または計算基礎（注）を将来に向かって変更することがあり
ます。 

(２)(１)の規定により計算基礎（注）を変更した場合、当社は、変更月以降は既
に当社に払い込まれた保険料を含めて変更後の計算基礎（注）を適用します。 

(３)当社は、(１)の変更をする場合には、保険契約者に変更日の３０日前まで
に通知します。 

(４)当社は、(３)の通知を、事業主または事務代行団体を通じて行うことがあ
ります。 

（注）計算基礎 
保険料もしくは積立金額等の計算の基礎をいいます。 

第２１条（返還保険料の支払－無効の場合） 
保険契約が無効の場合には、当社は、保険料の全額を返還します。ただ

し、第１０条（保険契約の無効）の規定により保険契約が無効となる場合
には、返還保険料を支払いません。 
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第２２条（返還保険料の支払－保険金支払後の保険契約の場合） 
第１２条（保険金支払後の保険契約）の規定により、保険契約が終了す

る場合には、返還保険料を支払いません。ただし、補償条項第３条（死亡
保険金の支払）(５)、同条項第４条（重度後遺障害保険金の支払）(４)また
は同条項第５条（死亡の推定）の規定による保険料の返還を除きます。 

第２３条（返還保険料の支払－取消の場合） 
第１３条（保険契約の取消）の規定により、当社が保険契約を取り消し

た場合には、当社は、返還保険料を支払いません。 

第２４条（返還保険料の支払－失効または解除の場合） 
(１)当社は、第１１条（保険契約の失効）、第１４条（保険契約者による保険

契約の解除）、第１５条（重大事由による解除）、第１６条（保険料の定期
払込がない場合の保険契約の解除）、第１７条（不適格事由の発生等の場
合の保険契約の解除）の規定により保険契約が失効した場合または保険契
約者もしくは当社が保険契約を解除した場合には当社は、この保険契約の
払込保険料および経過期間に応じて計算した金額（別表６例示）を返還し
ます。この場合の経過期間については、基本年金支払条項第２条（基本年
金の支払額）(２)の規定を準用します。 

(２)(１)の場合において、保険契約者が、不適格事由が生じた後他の事業主に
雇用され、財形法および財形法施行令に規定するところにより、新契約（注）

の財形年金貯蓄取扱機関に返還保険料を払い込むことを申し出た場合は、
当社は、新契約（注）の財形年金貯蓄取扱機関に払い込む方法によって、保
険契約者に返還保険料を支払います。 

(３)(１)の場合において、保険契約者が、財形法および財形法施行令に規定す
るところにより預替え等を行う場合に、新契約（注）の財形年金貯蓄取扱機
関に返還保険料を払い込むことを申し出たときは、当社は、新契約（注）の
財形年金貯蓄取扱機関に払い込む方法によって、保険契約者に返還保険料
を支払います。 

(４)(１)の返還保険料の支払は、保険契約者からその支払方法についての指定
があり当社がこれを承認した場合を除いて当社の本店または支店で行う
ものとし、返還保険料支払事由が生じた日または(６)の請求書類が当社に
到着した日のいずれか遅い日の翌日から起算して２０日以内に行います。 

(５)(４)の規定による返還保険料の支払は、日本国内において、日本国通貨を
もって行います。 

(６)保険契約者が(１)から(３)までの返還保険料の支払を受けようとする場合
は、別表４に掲げる書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。 

(７)保険契約者が(６)の書類に知っている事実を記載しなかった場合または
事実と異なる記載をした場合は、事実が記載された書類が当社に提出され
るまでは、当社は、返還保険料を支払いません。 

(８)第１１条（保険契約の失効）の規定により保険契約が失効し返還保険料が
支払われる場合において、被保険者の法定相続人が２名以上であるときは、
補償条項第３条（死亡保険金の支払）(２)および第３２条（死亡保険金受
取人が複数の場合の取扱い）の規定を準用します。 

（注）新契約 
新たな財形年金貯蓄契約をいい、当社以外の財形年金貯蓄取扱機関との間で締結さ

れる契約に限ります。 

第２５条（事故の通知） 
(１)被保険者が補償条項第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った場合は、

被保険者または被保険者の法定相続人は、その原因となった事故の発生の
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日からその日を含めて３０日以内に事故発生の状況および傷害の程度を
当社に通知しなければなりません。この場合において、当社が書面による
通知もしくは説明を求めたときまたは被保険者の診断書もしくは死体検
案書の提出を求めたときは、これに応じなければなりません。 

(２)被保険者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合また
は遭難した場合は、保険金を受け取るべき者は、その航空機または船舶が
行方不明となった日または遭難した日からその日を含めて３０日以内に
行方不明または遭難発生の状況を当社に書面により通知しなければなり
ません。 

(３)被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理由がなく(１)もしく
は(２)の規定に違反した場合、またはその通知もしくは説明について知っ
ている事実を告げなかった場合もしくは事実と異なることを告げた場合
は、当社は、それによって当社が被った損害の額を差し引いて保険金を支
払います。 

第２６条（保険金の請求） 
(１)当社に対する保険金請求権は、次の時から、それぞれ発生し、これを行使

することができるものとします。 
① 死亡保険金については、被保険者が死亡した時 
② 重度後遺障害保険金については、被保険者に重度後遺障害が生じた時

または事故の発生の日からその日を含めて１８０日を経過した時のいず
れか早い時 

(２)被保険者または保険金を受け取るべき者が保険金の支払を請求する場合
は、別表７に掲げる書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。 

(３)被保険者に保険金を請求できない事情がある場合で、かつ、保険金の支払
を受けるべき被保険者の代理人がいないときは、次に掲げる者のいずれか
がその事情を示す書類をもってその旨を当社に申し出て、当社の承認を得
たうえで、被保険者の代理人として保険金を請求することができます。 
① 被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 
② ①に規定する者がいない場合または①に規定する者に保険金を請求で

きない事情がある場合には、被保険者と同居または生計を共にする３親
等内の親族 

③ ①および②に規定する者がいない場合または①および②に規定する者
に保険金を請求できない事情がある場合には、①以外の配偶者（注）または
②以外の３親等内の親族 

(４)(３)の規定による被保険者の代理人からの保険金の請求に対して、当社が
保険金を支払った後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、当社は、
保険金を支払いません。 

(５)当社は、事故の内容または傷害の程度等に応じ、被保険者または保険金を
受け取るべき者に対して、(２)に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の提
出または当社が行う調査への協力を求めることがあります。この場合には、
当社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力をしなければ
なりません。 

(６)被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理由がなく(５)の規定
に違反した場合または(２)、(３)もしくは(５)の書類に事実と異なる記載を
し、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合は、当
社は、それによって当社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払いま
す。 

（注）配偶者 
法律上の配偶者に限ります。 
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第２７条（保険金の支払時期） 
(１)当社は、請求完了日（注１）からその日を含めて３０日以内に、当社が保険

金を支払うために必要な次の事項の確認を終え、保険金を支払います。 
① 保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、
事故発生の状況、傷害発生の有無および被保険者に該当する事実 

② 保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保険金
が支払われない事由としてこの保険契約において定める事由に該当する
事実の有無 

③ 保険金を算出するための確認に必要な事項として、傷害の程度、事故
と傷害との関係、治療の経過および内容 

④ 保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約にお
いて定める解除、無効、失効または取消の事由に該当する事実の有無 

(２)(１)の確認をするため、次に掲げる特別な照会または調査が不可欠な場合
には、(１)の規定にかかわらず、当社は、請求完了日（注１）からその日を含
めて次に掲げる日数（注２）を経過する日までに、保険金を支払います。この
場合において、当社は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時
期を被保険者または保険金を受け取るべき者に対して通知するものとし
ます。 
① (１)①から④までの事項を確認するための、警察、検察、消防その他の
公の機関による捜査・調査結果の照会（注３） １８０日 

② (１)①から④までの事項を確認するための、医療機関、検査機関その他
の専門機関による診断、鑑定等の結果の照会 ９０日 

③ (１)③の事項のうち、重度後遺障害の内容およびその程度を確認するた
めの、医療機関による診断、重度後遺障害の認定に係る専門機関による
審査等の結果の照会 １２０日 

④ 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された災害の被災地
域における(１)①から④までの事項の確認のための調査 ６０日 

⑤ (１)①から④までの事項の確認を日本国内において行うための代替的
な手段がない場合の日本国外における調査 １８０日 

(３)(１)および(２)に掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約者、被保険者
または保険金を受け取るべき者が正当な理由がなくその確認を妨げ、また
はこれに応じなかった場合（注４）には、これにより確認が遅延した期間につ
いては、(１)または(２)の期間に算入しないものとします。 

(４)(１)または(２)の規定による保険金の支払は、被保険者または保険金を受
け取るべき者と当社があらかじめ合意した場合を除いては、日本国内にお
いて、日本国通貨をもって行うものとします。 

（注１）請求完了日 
被保険者または保険金を受け取るべき者が第２６条（保険金の請求）(２)および(３)

の規定による手続を完了した日をいいます。 
（注２）次に掲げる日数 

複数に該当する場合は、そのうち最長の日数とします。 
（注３）警察、検察、消防その他の公の機関による捜査・調査結果の照会 

弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）に基づく照会その他法令に基づく照会を含
みます。 

（注４）これに応じなかった場合 
必要な協力を行わなかった場合を含みます。 

第２８条（当社の指定する医師が作成した診断書等の要求） 
(１)当社は、第２５条（事故の通知）の規定による通知または第２６条（保険

金の請求）の規定による請求を受けた場合は、傷害の程度の認定その他保
険金の支払にあたり必要な限度において、被保険者または保険金を受け取
るべき者に対し当社の指定する医師が作成した被保険者の診断書または
死体検案書の提出を求めることができます。 
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(２)(１)の規定による診断または死体の検案（注１）のために要した費用（注２）は、
当社が負担します。 

（注１）死体の検案 
死体について、死亡の事実を医学的に確認することをいいます。 

（注２）費用 
収入の喪失を含みません。 

第２９条（時効） 
保険金請求権は、第２６条（保険金の請求）(１)に定める時の翌日から起

算して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。 

第３０条（代位） 
当社が保険金を支払った場合であっても、被保険者またはその法定相続

人がその傷害について第三者に対して有する損害賠償請求権は、当社に移
転しません。 

第３１条（死亡保険金受取人の変更） 
(１)保険契約締結の際、保険契約者が死亡保険金受取人を定めなかった場合は、

被保険者の法定相続人を死亡保険金受取人とします。 
(２)保険契約締結の後、被保険者が死亡するまでは、保険契約者は、死亡保険

金受取人を変更することができます。 
(３)(２)の規定による死亡保険金受取人の変更を行う場合には、保険契約者は、

その旨を当社に通知しなければなりません。 
(４)(３)の規定による通知が当社に到達した場合には、死亡保険金受取人の変

更は、保険契約者がその通知を発した時にその効力を生じたものとします。
ただし、その通知が当社に到達する前に当社が変更前の死亡保険金受取人
に保険金を支払った場合は、その後に保険金の請求を受けても、当社は、
保険金を支払いません。 

(５)保険契約者は、(２)の死亡保険金受取人の変更を、法律上有効な遺言に
よって行うことができます。 

(６)(５)の規定による死亡保険金受取人の変更を行う場合には、遺言が効力を
生じた後、保険契約者の法定相続人がその旨を当社に通知しなければ、そ
の変更を当社に対抗することができません。なお、その通知が当社に到達
する前に当社が変更前の死亡保険金受取人に保険金を支払った場合は、そ
の後に保険金の請求を受けても、当社は、保険金を支払いません。 

(７)死亡保険金受取人が被保険者が死亡する前に死亡した場合は、その死亡し
た死亡保険金受取人の死亡時の法定相続人（注）を死亡保険金受取人としま
す。 

(８)保険契約者は、重度後遺障害保険金について、その受取人を被保険者以外
の者に定め、または変更することはできません。 

（注）法定相続人 
法定相続人のうち死亡している者がある場合は、その者については、順次の法定相

続人とします。 

第３２条（死亡保険金受取人が複数の場合の取扱い） 
(１)この保険契約について、死亡保険金受取人が２名以上である場合は、当社

は、代表者１名を定めることを求めることができます。この場合において、
代表者は他の死亡保険金受取人を代理するものとします。 

(２)(１)の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでない場合には、
死亡保険金受取人の中の１名に対して行う当社の行為は、他の死亡保険金
受取人に対しても効力を有するものとします。 
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第３３条（契約者配当準備金の積立） 
当社は、毎事業年度末において基本年金の原資である積立保険料の運用

益が当社の予定した利率（注）に基づく運用益を超えた場合、その超えた部分
の運用益のうち、払込保険料および経過期間などに応じて計算された金額
を契約者配当準備金として積み立てます。 

（注）予定した利率 
保険料、基本年金等を算出する際に用いた利率をいいます。 

第３４条（契約者配当の支払－保険期間満了日以前の支払方法） 
(１)当社は、保険期間満了日以前にあっては、第３３条（契約者配当準備金の

積立）の契約者配当準備金を、次の事業年度における保険期間の始期日応
当日に有効な保険契約に対して、払込保険料および経過期間などに応じて
計算しその応当日から積み立てておき、契約者配当金として次のいずれか
のとおり支払います。 
① 死亡保険金を支払う場合には、死亡保険金を支払う時に被保険者の法

定相続人に支払います。 
② 重度後遺障害保険金を支払う場合には、重度後遺障害保険金を支払う

時に保険契約者に支払います。 
③ 保険契約の失効により返還保険料を支払う場合には、返還保険料を支
払う時に被保険者の法定相続人に支払います。 

④ 保険契約の解除により返還保険料を支払う場合には、返還保険料を支
払う時に保険契約者に支払います。 

⑤ 保険期間が満了した場合には、基本年金と同一の支払方法により、基
本年金とともに保険契約者に支払います（以下「増額年金」といいます。）。 

(２)(１)①から④までの契約者配当金の請求方法等については、第２４条（返
還保険料の支払－失効または解除の場合）(４)から(７)までの規定を準用
します。 

(３)(１)⑤の増額年金の支払等については、次の読み替えを行ったうえで、基
本年金支払条項第２条（基本年金の支払額）から同条項第４条（未払基本
年金の一括支払）までの規定を準用します。 
① 基本年金支払条項第２条の規定中「払込保険料および経過期間に応じ
て計算し、積み立てた額（別表２例示）」とあるのは「契約者配当のため
積み立てた金額」 

② 基本年金支払条項第２条から第４条までならびに別表３および別表５
の規定中「基本年金」とあるのは「増額年金」 

(４)(１)から(３)までの規定にかかわらず、保険契約が無効または取消となる
場合には、当社は、契約者配当金を支払いません。 

(５)契約者配当金請求権は、支払事由が生じた日の翌日から起算して３年を経
過した時に消滅します。 

第３５条（契約者配当の支払－保険期間満了日後の支払方法） 
(１)当社は、保険期間満了日の後にあっては、第３３条（契約者配当準備金の

積立）の契約者配当準備金を、次の事業年度に基本年金を支払う契約に対
して、払込保険料および経過期間などに応じて計算し、基本年金とともに
保険契約者に支払います（「加算年金」といいます。以下同様とします。）。 

(２)(１)の加算年金の支払については、基本年金支払条項第３条（基本年金の
支払）(２)から(６)までの規定中「基本年金」とあるのを「加算年金」と
読み替えたうえで、同条(２)から(６)までの規定を準用します。 

(３)加算年金請求権は、支払事由が生じた日の翌日から起算して３年を経過し
た時に消滅します。 
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第３６条（訴訟の提起） 
この保険契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に提起

するものとします。 

第３７条（保険法に定める書面の交付） 
保険契約が成立した場合でも、当社は、保険法（平成２０年法律第５６

号）に定める書面を保険契約者に交付しません。 

第３８条（準拠法） 
この約款に規定のない事項については、日本国の法令に準拠します。 
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別表１ 重度後遺障害表 
１．両眼が失明した場合 
２．咀そ しゃくまたは言語の機能を全く廃した場合 
３．神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、常に介護を要する場合 
４．胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する場合 
５．両上肢をひじ関節以上で失った場合、または両上肢の用を全く廃した
場合 

６．両下肢をひざ関節以上で失った場合、または両下肢の用を全く廃した
場合 

７．１上肢をひじ関節以上で失い、かつ、１下肢をひざ関節以上で失った
か、またはその用を全く廃した場合 

８．１上肢の用を全く廃し、かつ、１下肢をひざ関節以上で失った場合 
（注）５．から８．までの規定中「以上」とはその関節より心臓に近い部分をいいます。 
 
別表２ 基本年金積立金額例表 
※詳細は別冊でご確認ください。 
 

保険料を毎月１，０００円ずつ払い込んだ場合 
保険料払込年数 積 立 金 額 

５  年 円
７  
１０  
１５  

 
別表３ 基本年金額例表（年１回・定額払の場合） 
※詳細は別冊でご確認ください。 
 

基本年金額は、保険期間満了日における積立金額に下表の率を乗じて得
た金額となります。 

基本年金支払期間 
６  年 １０  年 １５  年 

   
 
別表４ 

失効・解除の場合の返還保険料、一括払基本年金 
および基本年金等請求書類 

① 当社の定める請求書 
② 保険契約者の印鑑証明書 
③ 財産形成年金貯蓄の非課税適用確認申告書 
④ 保険契約者の本人確認資料、代理人が手続を行う場合の委任状など、
手続を行うにあたって必要と認められる書類 
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別表５ 未払基本年金の現価例表（年１回・定額払の場合） 
※詳細は別冊でご確認ください。 
 

保険契約者の死亡日または未払基本年金の一括支払の手続日に応じて、
第１回の基本年金額に下表の率を乗じて得た金額を、保険契約者の死亡日
または未払基本年金の一括支払の手続日からその直後の基本年金支払日の
前日までの期間について、当社の定める率によって月割りで割り引いて計
算した金額とします。 

保険契約者の死亡日または 
未払基本年金の一括支払の手続日 

基本年金支払期間 
６年 １０年 １５年

第１回の基本年金支払日以後、    
第２回の基本年金支払日前    

第２回の基本年金支払日以後、    
第３回の基本年金支払日前    

第３回の基本年金支払日以後、    
第４回の基本年金支払日前    

第４回の基本年金支払日以後、    
第５回の基本年金支払日前    

第５回の基本年金支払日以後、    
第６回の基本年金支払日前    

第６回の基本年金支払日以後、    
第７回の基本年金支払日前    

第７回の基本年金支払日以後、    
第８回の基本年金支払日前    

第８回の基本年金支払日以後、    
第９回の基本年金支払日前    

第９回の基本年金支払日以後、    
第１０回の基本年金支払日前    

第１０回の基本年金支払日以後、    
第１１回の基本年金支払日前    

第１１回の基本年金支払日以後、    
第１２回の基本年金支払日前    

第１２回の基本年金支払日以後、    
第１３回の基本年金支払日前    

第１３回の基本年金支払日以後、    
第１４回の基本年金支払日前    

第１４回の基本年金支払日以後、    
第１５回の基本年金支払日前    

 
別表６ 失効・解除の場合の返還保険料額例表 
※詳細は別冊でご確認ください。 
 

保険料を毎月１，０００円ずつ払い込んだ場合 
保険料払込年数 返れい金額 

１  年 円
２ 
３ 
４ 
５ 
７ 
１０ 
１５ 

042



V6698_年傷_普約 2.docx  20 
 

別表７ 保険金請求書類 

保険金種類
提出書類 

死
 

 
亡
 

後
遺

障
害
 

重
 

 
度
 

１．保険金請求書 ○ ○ 
２．当社の定める傷害状況報告書 ○ ○ 
３．公の機関（やむを得ない場合には、第三者）
の事故証明書 ○ ○ 

４．死亡診断書または死体検案書 ○  
５．重度後遺障害の程度を証明する被保険者以外
の医師の診断書  ○ 

６．死亡保険金受取人（死亡保険金受取人を定め
なかった場合には、法定相続人）の印鑑証明書 ○  

７．被保険者の印鑑証明書  ○ 
８．被保険者の戸籍謄本 ○  
９．法定相続人の戸籍謄本（死亡保険金受取人を
定めなかった場合） ○  

１０．委任を証する書類および委任を受けた者の
印鑑証明書（保険金の請求を第三者に委任する
場合） 

○ ○ 

１１．その他当社が基本条項第２７条（保険金の
支払時期）(１)に定める必要な事項の確認を行う
ために欠くことのできない書類または証拠とし
て保険契約締結の際に当社が交付する書面等に
おいて定めたもの 

○ ○ 

（注）保険金を請求する場合には、○を付した書類のうち当社が求めるものを提出しなけ
ればなりません。 
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財形住宅傷害保険普通保険約款 
「用語の説明」 

この普通保険約款において使用される用語の説明は次のとおりとします。 
用語 説明 

危険 傷害の発生の可能性をいいます。 
継続適用不適格事由 租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）

に規定する継続適用不適格事由をいいます。 

契約基準日 

次のいずれかの日を基準として事業主または事務
代行団体と当社とが協議して定めた日をいいます。
① 第１回保険料控除日 
② 第１回保険料入金日 
③ 基本条項第３条（財産形成給付金または財産形
成基金給付金による保険料の払込み）の保険料の
払込み（注）があった場合には、その払込日 

④ 基本条項第４条（転職等の場合の従前の財形住
宅貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の保険
料の払込みがあった場合には、その払込日 

⑤ 基本条項第５条（他の財形住宅貯蓄取扱機関と
の財形住宅貯蓄契約の残高による保険料の払込
み）の保険料の払込みがあった場合には、その払
込日 

（注）基本条項第３条（財産形成給付金または財産形成基
金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込み 
第１回保険料としての払込みに限ります。 

告知事項 

危険に関する重要な事項のうち、保険申込書の記
載事項とすることによって当社が告知を求めたも
の（注）をいいます。 
（注）当社が告知を求めたもの 

他の保険契約等に関する事項を含みます。 

財形住宅貯蓄契約 財形法に基づく勤労者財産形成住宅貯蓄契約をい
います。 

財形法 勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律第９２号）
をいいます。 

財形法施行令 勤労者財産形成促進法施行令（昭和４６年政令
第３３２号）をいいます。 

財産形成給付金また
は財産形成基金給付
金 

財形法および財形法施行令に規定する勤労者財産
形成給付金契約または勤労者財産形成基金契約に
基づき支払われるべき財産形成給付金または財産
形成基金給付金をいいます。 

始期日 保険期間の初日をいいます。 
事業主 保険契約者を雇用している事業主をいいます。 
失効 この保険契約の全部または一部の効力を将来に向

かって失うことをいいます。 
自動車等 自動車または原動機付自転車をいいます。 
事務代行団体 財形法および財形法施行令に規定する事務代行団

体をいいます。 
事務取扱協定 事業主または事務代行団体と当社との間で締結さ

れたこの保険契約に関する協定をいいます。 
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傷害 

身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ
一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に生ず
る中毒症状（注）を含み、次のいずれかに該当するも
のを含みません。 
① 細菌性食中毒 
② ウイルス性食中毒 
（注）中毒症状 

継続的に吸入、吸収または摂取した結果生ずる中毒
症状を除きます。 

第１回保険料控除日
事業主がこの保険契約の保険料に相当する金額を
保険契約者に支払う賃金から最初に控除した日を
いいます。 

第１回保険料入金日
この保険契約の保険料に相当する金額が事業主に
より保険契約者に支払われる賃金から控除され、事
務代行団体を通じて当社に最初に払い込まれた日
をいいます。 

他の保険契約等 
この保険契約の全部または一部に対して支払責任
が同じである他の保険契約または共済契約をいい
ます。 

治療 

医師（注）が必要であると認め、医師（注）が行う治療
をいいます。 
（注）医師 

被保険者が医師である場合は、その被保険者以外の
医師をいいます。 

賃金 財形法に規定する賃金をいいます。 

訂正の申出 
告知事項について書面をもって訂正を申し出るこ
とであって、基本条項第８条（告知義務）(３)③に
規定する訂正の申出をいいます。 

被保険者 この保険契約により補償の対象となる者をいいま
す。 

不適格事由 租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）
に規定する不適格事由をいいます。 

暴動 
群衆または多数の者の集団の行動によって、全国ま
たは一部の地区において著しく平穏が害され、治安
維持上重大な事態と認められる状態をいいます。

保険期間 保険責任の始まる日から終了する日までの期間を
いいます。 

保険金 
この保険契約により補償される傷害が生じた場合
に、当社が被保険者または死亡保険金受取人に支払
うべき金銭であって、死亡保険金および重度後遺障
害保険金をいいます。 

保険契約者 
当社にこの保険契約の申込みをする者であって、こ
の保険契約が成立すれば、保険料の支払義務を負う
こととなる者をいいます。 

保険申込書 
当社にこの保険契約の申込みをするために提出す
る書類をいい、申込みに必要な内容を記載した付属
書類がある場合には、これらの書類を含みます。

保険料 保険契約者がこの保険契約に基づいて当社に払い
込むべき金銭をいいます。 

満期日 保険期間の末日をいいます。 
満期返れい金 保険期間が満了した場合に、当社が保険契約者に支

払う金銭をいいます。 

045



V6698_住傷_普約 3.docx  3 
 

無効 
この保険契約のすべての効力が、この保険契約締結
時から生じなかったものとして取り扱うことをい
います。 

持家の取得等 
財形法および財形法施行令に定める持家としての
住宅の取得または持家である住宅の増改築等をい
います。 

（この保険契約の趣旨） 
この保険契約は､財形法に基づく財形住宅貯蓄契約として､持家の取得等

のための費用の支払に充てるために､勤労者に所定の返れい金を支払うと
ともに､保険期間中に勤労者が所定の事故により死亡した場合または重度
後遺障害状態となった場合は､所定の保険金を支払うことを目的とするも
のです。 

第１章 補償条項 
第１条（保険金を支払う場合） 

当社は､被保険者が急激かつ偶然な外来の事故（以下「事故」といいます。）
によってその身体に被った傷害に対して､この約款に従い保険金を支払い
ます。 

第２条（保険金を支払わない場合） 
(１)当社は､次のいずれかに該当する事由によって生じた傷害に対しては､保

険金を支払いません。 
① 被保険者の故意または重大な過失 
② 保険金を受け取るべき者の故意または重大な過失。ただし､その者が死
亡保険金の一部の受取人である場合には､保険金を支払わないのはその
者が受け取るべき金額に限ります。 

③ 被保険者の自殺行為､犯罪行為または闘争行為 
④ 被保険者が次のいずれかに該当する間に生じた事故 
ア．法令に定められた運転資格（注１）を持たないで自動車等を運転してい

る間 
イ．道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６５条（酒気帯び運転
等の禁止）第１項に定める酒気を帯びた状態で自動車等を運転してい
る間 

ウ．麻薬､大麻､あへん､覚せい剤､シンナー等の影響により正常な運転が
できないおそれがある状態で自動車等を運転している間 

⑤ 被保険者の脳疾患､疾病または心神喪失 
⑥ 被保険者の妊娠､出産､早産または流産 
⑦ 被保険者に対する外科的手術その他の医療処置。ただし､外科的手術そ
の他の医療処置によって生じた傷害が、当社が保険金を支払うべき傷害
の治療によるものである場合には､保険金を支払います。 

⑧ 被保険者に対する刑の執行 
⑨ 戦争､外国の武力行使､革命､政権奪取､内乱､武装反乱その他これらに
類似の事変または暴動 

⑩ 地震もしくは噴火またはこれらによる津波 
⑪ 核燃料物質（注２）もしくは核燃料物質（注２）によって汚染された物（注３）

の放射性､爆発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事故 
⑫ ⑨から⑪までの事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の
混乱に基づいて生じた事故 

⑬ ⑪以外の放射線照射または放射能汚染 
(２)当社は、次のいずれかに該当する事由に対しては、保険金を支払いません。 
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① 被保険者の入浴中の溺水（注４）。ただし、入浴中の溺水（注４）が、当社が
保険金を支払うべき傷害によって生じた場合には、保険金を支払います。 

② 被保険者の誤嚥えん（注５）によって生じた肺炎。この場合、誤嚥えん（注５）の原因
がいかなるときでも、保険金を支払いません。 

（注１）法令に定められた運転資格 
運転する地における法令によるものをいいます。 

（注２）核燃料物質 
使用済燃料を含みます。 

（注３）核燃料物質によって汚染された物 
原子核分裂生成物を含みます。 

（注４）溺水 
水を吸引したことによる窒息をいいます。 

（注５）誤嚥
えん
 

食物、吐物、唾液等が誤って気管内に入ることをいいます 

第３条（死亡保険金の支払） 
(１)当社は､被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被り､その直接

の結果として､事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に死亡し
た場合は､事故の発生した時における払込保険料累計額の５倍相当額を死
亡保険金として死亡保険金受取人に支払います。 

(２)基本条項第３２条（死亡保険金受取人の変更）(１)または(２)の規定によ
り被保険者の法定相続人が死亡保険金受取人となる場合で、被保険者の法
定相続人が２名以上であるときは、当社は、法定相続分の割合により死亡
保険金を被保険者の法定相続人に支払います。 

(３)基本条項第３２条（死亡保険金受取人の変更）(７)の死亡保険金受取人が
２名以上である場合は、当社は、均等の割合により死亡保険金を死亡保険
金受取人に支払います。 

(４)(１)の払込保険料累計額は､この保険契約の保険料として当社に払い込ま
れた金額（注１）の合計額（注２）をいいます。 

(５)(１)の死亡保険金が支払われる場合において､第１条（保険金を支払う場
合）の事故が発生した後､保険料に相当する金額が賃金から控除され当社
に払い込まれたときまたは基本条項第３条（財産形成給付金または財産形
成基金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込みがあったときは､
死亡保険金を支払う時にその保険料相当額を被保険者の法定相続人に返
還します。 

（注１）この保険契約の保険料として当社に払い込まれた金額 
当社に払い込まれていない場合でも､事故の生じた時に既に保険料に相当する金額

が賃金から控除され､その後当社に払い込まれた場合には､その額を含みます。 
（注２）合計額 

保険期間の中途において､当社が持家取得等費用返れい金を支払った場合は､当社の
定める方法により減じた額とします。 

第４条（重度後遺障害保険金の支払） 
(１)当社は､被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被り､その直接

の結果として､事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に別表１
に掲げる重度後遺障害が生じた場合は､第３条（死亡保険金の支払）の死
亡保険金に相当する金額を重度後遺障害保険金として、被保険者に支払い
ます。 

(２)(１)の規定にかかわらず、被保険者が事故の発生の日からその日を含めて
１８０日を超えてなお治療を要する状態にある場合は、当社は、事故の発
生の日からその日を含めて１８１日目における被保険者以外の医師の診
断に基づき重度後遺障害を認定して、重度後遺障害保険金を支払います。 

(３)被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った時既に存在して
いた身体の障害の影響により､別表１に掲げる重度後遺障害が生じた場合
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も､(１)および(２)の重度後遺障害に含むものとします。 
(４)(１)または(２)の重度後遺障害保険金が支払われる場合において､第１条

（保険金を支払う場合）の事故が発生した後､保険料に相当する金額が賃
金から控除され当社に払い込まれたときまたは基本条項第３条（財産形成
給付金または財産形成基金給付金による保険料の払込み）の保険料の払込
みがあったときには､重度後遺障害保険金を支払う時にその保険料相当額
を保険契約者に返還します。 

第５条（死亡の推定） 
被保険者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合また

は遭難した場合において､その航空機または船舶が行方不明となった日ま
たは遭難した日からその日を含めて３０日を経過してもなお被保険者が発
見されないときは､その航空機または船舶が行方不明となった日または遭
難した日に､被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害によって死亡
したものと推定します。この場合において､行方不明となった日または遭難
した日の後､保険料に相当する金額が賃金から控除され当社に払い込まれ
たときまたは基本条項第３条（財産形成給付金または財産形成基金給付金
による保険料の払込み）の保険料の払込みがあったときには､第３条（死亡
保険金の支払）(５)の規定に準じて返還します。 

第６条（他の傷害または疾病の影響等） 
(１)被保険者が第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った時既に存在して

いた疾病の影響により､または同条の傷害を被った後にその原因となった
事故と関係なく発生した傷害もしくは疾病の影響により同条の傷害が重
大となった場合は､当社は､保険金を支払いません。 

(２)正当な理由がなく被保険者が治療を怠ったことまたは保険金を受け取る
べき者が治療をさせなかったことにより第１条（保険金を支払う場合）の
傷害が重大となった場合は､当社は､保険金を支払いません。 

第２章 満期返れい金および持家取得等 
費用返れい金支払条項 

第１条（満期返れい金を支払う場合） 
当社は､保険期間が満了した場合には､持家の取得等の費用として､この

約款に従い満期返れい金を保険契約者に支払います。 

第２条（持家取得等費用返れい金を支払う場合） 
当社は､保険契約者が持家の取得等のために保険契約の一部の解除を申

し出た場合には､この約款に従い返れい金を支払います（以下「持家取得等
費用返れい金」といいます。）。 

第３条（保険期間満了日の指定） 
(１)保険契約者は､満期返れい金の支払を受けようとする場合は､あらかじめ､

第５条（満期返れい金の支払）(３)の書類により､持家の取得等をした日か
ら起算して１年以内の日を保険期間満了日として指定しなければなりま
せん。 

(２)(１)の保険期間満了日は､保険契約者が既にその持家の取得等に係る持家
取得等費用返れい金の支払を受けていた場合には､その支払の日から起算
して２年以内の日でなければなりません。 
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第４条（満期返れい金の支払額） 
(１)満期返れい金として当社が支払う額は､保険期間満了日におけるこの保険

契約の払込保険料および経過期間に応じて計算し､積み立てた金額（別表
２例示）とします。 

(２)(１)の経過期間は､保険期間の月数をもって計算することとし､１か月未
満の端数は１か月とします。 

第５条（満期返れい金の支払） 
(１)満期返れい金の支払は､保険契約者からその支払方法についての指定があ

り当社がこれを承認した場合を除いて当社の本店または支店で行うもの
とし､保険期間満了日または(３)の請求書類が当社に到着した日のいずれ
か遅い日の翌日から起算して２０日以内に行います。 

(２)(１)の規定による満期返れい金の支払は､日本国内において､日本国通貨
をもって行います。 

(３)保険契約者が満期返れい金の支払を受けようとする場合は､別表３に掲げ
る書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりません。 

(４)保険契約者が(３)の書類に事実を記載しなかった場合または事実と異な
る記載をした場合は､事実が記載された書類が当社に提出されるまでは、
当社は､満期返れい金を支払いません。 

(５)満期返れい金請求権は､保険期間満了日の翌日から起算して３年を経過し
た時に消滅します。 

第６条（持家取得等費用返れい金の支払限度額） 
持家取得等費用返れい金として当社が支払う額は､財形法および財形法

施行令に規定するところにより当社が定める額を限度とします。 

第７条（持家取得等費用返れい金の支払） 
(１)保険契約者が持家取得等費用返れい金の請求をする場合は､あらかじめ､

別表３に掲げる書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりませ
ん。 

(２)持家の取得等の日以後に(１)の請求を行う場合には､保険契約者は､その
持家の取得等をした日から起算して１年を経過する日までの間において
その請求をしなければなりません。ただし、保険契約者が既にその持家の
取得等に係る持家取得等費用返れい金の支払を受けていた場合には､その
支払の日から起算して２年以内の日でなければなりません。 

(３)持家取得等費用返れい金の支払は､保険契約者からその支払方法について
の指定があり当社がこれを承認した場合を除いて当社の本店または支店
で行うものとし､(１)の請求があった日の翌日から起算して２０日以内に
行います。 

(４)保険契約者は､持家の取得等の日前に(１)の請求を行い､持家取得等費用
返れい金の支払を受けた場合には､その支払の日から起算して２年を経過
する日またはその持家の取得等の日から起算して１年を経過する日のい
ずれか早い日までの間に､別表３に掲げる書類のうち当社が求めるものを
提出しなければなりません。 

(５)(３)の規定による持家取得等費用返れい金の支払は､日本国内において､
日本国通貨をもって行います。 

(６)保険契約者が(１)の書類に事実を記載しなかった場合または事実と異な
る記載をした場合は､事実が記載された書類が当社に提出されるまでは、
当社は､持家取得等費用返れい金を支払いません。 

(７)持家取得等費用返れい金請求権は､支払事由が生じた日の翌日から起算し
て３年を経過した時に消滅します。 
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第３章 基本条項 
第１条（保険責任の始期および終期） 

(１)この保険契約は、契約基準日を始期日とし、契約基準日から起算して５年
以上経過した日（注１）で､満期返れい金および持家取得等費用返れい金支払
条項第３条（保険期間満了日の指定）の規定により保険契約者が指定した
保険期間満了日を満期日とします。 

(２)(１)の規定にかかわらず､保険契約者が､満期返れい金および持家取得等
費用返れい金支払条項第３条（保険期間満了日の指定）の規定により､契
約基準日（注２）から起算して５年未満の日を保険期間満了日として指定した
場合には､その指定日をもって保険期間は満了します。 

(３)当社の保険金の支払責任は､始期日の午後４時（注３）に始まり､満期日の午
後４時に終わります。 

(４)(３)の時刻は、日本国の標準時によるものとします。 
（注１）契約基準日から起算して５年以上経過した日 

第４条（転職等の場合の従前の財形住宅貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の
保険料の払込みがあった場合または第５条（他の財形住宅貯蓄取扱機関との財形住宅
貯蓄契約の残高による保険料の払込み）の保険料の払込みがあった場合には､従前の財
形住宅貯蓄契約の契約基準日に相当する日から起算して５年以上経過した日とします。 

（注２）契約基準日 
第４条の保険料の払込みがあった場合または第５条の保険料の払込みがあった場合

には､従前の財形住宅貯蓄契約の契約基準日に相当する日とします。 
（注３）始期日の午後４時 

第１回保険料控除日または用語の説明「契約基準日」の③から⑤に規定する払込日
が契約基準日と異なる場合は､第１回保険料控除日またはその払込日の午後４時とし
ます。 

第２条（保険料の定期払込） 
(１)保険契約者は､保険期間中､定期に保険料を払い込まなければなりません

（この場合の払込みを､以下「定期払込」といいます。）。ただし､保険契約
者が､日本国外にある事務所､事業所その他これらに準じるものに勤務し
ている期間中は､保険料の払込みはできません。 

(２)保険料の定期払込は､事業主が､その保険料に相当する金額を保険契約者
に支払う賃金から控除し､保険契約者に代わって､その金額をこの保険契
約の保険料として払い込むことまたは事務代行団体がその保険料に相当
する金額を払い込むことによって行うものとし､第３条（財産形成給付金
または財産形成基金給付金による保険料の払込み）､第４条（転職等の場
合の従前の財形住宅貯蓄契約の残高による保険料の払込み）および第５条
（他の財形住宅貯蓄取扱機関との財形住宅貯蓄契約の残高による保険料
の払込み）の保険料の払込みを含みません。 

(３)(２)に規定する定期払込保険料に相当する金額は､事務取扱協定に基づい
てその事業主または事務代行団体から当社または当社の指定した場所に
払い込まれた時に､この保険契約の保険料として当社に払い込まれたもの
とします。 

(４)保険料の定期払込の方法は､毎月払､毎賞与時払その他当社の定める方法
とし､保険契約者は､保険契約締結に際しこれらの方法のいずれかを選択
するものとします。 

第３条（財産形成給付金または財産形成基金給付金によ
る保険料の払込み） 

(１)保険契約者は､財産形成給付金または財産形成基金給付金によって保険料
の払込みを行うことができます。 

050



V6698_住傷_普約 3.docx  8 
 

(２)(１)の保険料の払込みは､次に定めるところにより行うものとします。 
① 当社が財形法および財形法施行令に規定する財産形成給付金もしくは

財産形成基金給付金の一括支払機関に指定されている場合または当社の
みが財形法施行令に規定する給付金支払機関である場合 
保険契約者が事業主を通じて行う申出により､財産形成給付金または財

産形成基金給付金を保険料に振り替えることによって行うものとします。 
② ①以外の場合 

財形法施行令に規定する給付金支払機関が､事業主を通じて保険契約
者が行う申出に基づき､保険契約者に代わって行うものとします。 

(３)(１)の財産形成給付金または財産形成基金給付金は､(２)①の場合にはそ
の振替の時､(２)②の場合には当社または当社の指定した場所に払い込ま
れた時に､この保険契約の保険料として当社に払い込まれたものとします。 

第４条（転職等の場合の従前の財形住宅貯蓄契約の残高
による保険料の払込み） 

(１)保険契約者は､財形法および財形法施行令に規定するところにより､転職
等により事業主に雇用されることとなった時以前に当社以外の財形住宅
貯蓄取扱機関との間で締結されていた財形住宅貯蓄契約の残高によって
保険料の払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは､この保険契約の第１回定期払込保険料に相当す
る金額が保険契約者に支払う賃金から控除される日以前に財形法および
財形法施行令に規定するところにより行うものとします。 

第５条（他の財形住宅貯蓄取扱機関との財形住宅貯蓄契
約の残高による保険料の払込み） 

(１)保険契約者は､財形法および財形法施行令に規定するところにより､当社
以外の財形住宅貯蓄取扱機関との間で締結されていた財形住宅貯蓄契約
の残高によって保険料の払込みを行うことができます。 

(２)(１)の保険料の払込みは､この保険契約の第１回定期払込保険料に相当す
る金額が保険契約者に支払う賃金から控除される日以前に財形法および
財形法施行令に規定するところにより行うものとします。 

第６条（払込保険料累計額の制限） 
この保険契約について払い込まれた保険料の累計額は､財産形成非課税

住宅貯蓄申告書に記載された最高限度額（注）の範囲内でなければなりません。 
（注）最高限度額 

保険契約者が最高限度額を変更した場合には､変更後の最高限度額とします。 

第７条（保険責任のおよぶ範囲） 
当社は、被保険者が日本国内または国外において被った傷害に対して保

険金を支払います。 

第８条（告知義務） 
(１)保険契約者は､保険契約締結の際､告知事項について､当社に事実を正確に

告げなければなりません。 
(２)当社は、保険契約締結の際、保険契約者が、告知事項について、故意また

は重大な過失によって事実を告げなかった場合または事実と異なること
を告げた場合は､保険契約者に対する書面による通知をもって､この保険
契約を解除することができます。 

(３)(２)の規定は､次のいずれかに該当する場合には適用しません。 
① (２)に規定する事実がなくなった場合 
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② 当社が保険契約締結の際､(２)に規定する事実を知っていた場合または
過失によってこれを知らなかった場合（注） 

③ 保険契約者が､補償条項第１条（保険金を支払う場合）の事故によって
傷害を被る前に、告知事項につき、書面をもって訂正を当社に申し出て､
当社がこれを承認した場合。なお､当社が、訂正の申出を受けた場合にお
いて､その訂正を申し出た事実が、保険契約締結の際に当社に告げられて
いたとしても、当社が保険契約を締結していたと認めるときに限り､これ
を承認するものとします。 

④ 当社が、(２)の規定による解除の原因があることを知った時から１か月
を経過した場合または保険契約締結時から５年を経過した場合 

(４)(２)の規定による解除が傷害の発生した後になされた場合であっても､第
１９条（保険契約解除の効力）(２)の規定にかかわらず､当社は､保険金を
支払いません。この場合において､既に保険金を支払っていたときは､当社
は､その返還を請求することができます。 

(５)(４)の規定は、(２)に規定する事実に基づかずに発生した傷害については
適用しません。 

（注）当社が保険契約締結の際、(２)に規定する事実を知っていた場合または過失によっ
てこれを知らなかった場合 
当社のために保険契約の締結の代理を行う者が、事実を告げることを妨げた場合ま

たは事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を含み
ます。 

第９条（保険契約者の住所変更） 
保険契約者が住所または通知先を変更した場合は､保険契約者は､遅滞な

く､その旨を当社に通知しなければなりません。 

第１０条（保険契約の無効） 
保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不

法に取得させる目的をもって保険契約を締結した場合には､保険契約は無
効とします。 

第１１条（保険契約の失効） 
保険契約締結の後､被保険者が死亡した場合には､保険契約は効力を失い

ます。 

第１２条（保険金支払後の保険契約） 
死亡保険金または重度後遺障害保険金が支払われた場合には､この保険

契約は､その保険金支払の原因となった傷害を被った日に終了します。 

第１３条（保険契約の取消） 
保険契約者または保険金を受け取るべき者の詐欺または強迫によって当

社が保険契約を締結した場合には、当社は、保険契約者に対する書面によ
る通知をもって、この保険契約を取り消すことができます。 

第１４条（保険契約者による保険契約の解除） 
保険契約者は､当社に対する書面による通知をもって､この保険契約を解

除することができます。 

第１５条（重大事由による解除） 
(１)当社は､次のいずれかに該当する事由がある場合には､保険契約者に対す

る書面による通知をもって､この保険契約を解除することができます。 
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① 被保険者または保険金を受け取るべき者が当社にこの保険契約に基づ
く保険金を支払わせることを目的として傷害を生じさせ、または生じさ
せようとしたこと。 

② 被保険者または保険金を受け取るべき者が、この保険契約に基づく保
険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとしたこと。 

③ 被保険者または保険金を受け取るべき者が、次のいずれかに該当する
こと。 
ア．反社会的勢力（注１）に該当すると認められること。 
イ．反社会的勢力（注１）に対して資金等を提供し、または便宜を供与する

等の関与をしていると認められること。 
ウ．反社会的勢力（注１）を不当に利用していると認められること。 
エ．その他反社会的勢力（注１）と社会的に非難されるべき関係を有してい
ると認められること。 

④ 他の保険契約等との重複によって、被保険者に係る保険金額の合計額
が著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそ
れがあること。 

⑤ ①から④までに掲げるもののほか､被保険者または保険金を受け取る
べき者が、①から④までの事由がある場合と同程度に当社のこれらの者
に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を
生じさせたこと。 

(２)(１)の規定による解除が傷害の発生した後になされた場合であっても､第
１９条（保険契約解除の効力）の規定にかかわらず、(１)①から⑤までの
事由が生じた時から解除がなされた時までに発生した傷害に対しては､当
社は､保険金（注２）を支払いません。この場合において､既に保険金（注２）を
支払っていたときは､当社は､その返還を請求することができます。 

（注１）反社会的勢力 
暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、

暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 
（注２）保険金 

保険金を受け取るべき者について、(１)③の規定による解除がなされた場合には、
保険金を受け取るべき者のうち、(１)③ア．からエ．までのいずれかに該当する者の
受け取るべき金額に限ります。 

第１６条（保険料の定期払込がない場合の保険契約の解除） 
保険料の定期払込がなされないままで､最後に保険料の定期払込がなさ

れた日から起算して２年を経過した場合には､この保険契約は､最後に保険
料の定期払込がなされた日から起算して２年を経過した日に保険契約者に
よって解除されたものとみなします。ただし､保険契約者が､租税特別措置
法施行令（昭和３２年政令第４３号）に規定する海外転勤者の財産形成非
課税住宅貯蓄継続適用申告書を出国する日までに提出した場合は､当社が
定めるところによります。 

第１７条（持家の取得等を証する書類の提出がない場合
の保険契約の解除） 

満期返れい金および持家取得等費用返れい金支払条項第７条（持家取得
等費用返れい金の支払）(４)の書類の提出が行われなかった場合には､この
保険契約はその持家取得等費用返れい金の支払日から起算して２年を経過
した日に保険契約者によって解除されたものとみなします。 

第１８条（不適格事由等の発生の場合の保険契約の解除） 
(１)退職､転任その他の理由によって保険契約者に不適格事由が生じ､その事

由が生じた日から起算して２年を経過した場合には､この保険契約は､そ
の事由が生じた日から起算して２年を経過した日に保険契約者によって
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解除されたものとみなします。ただし､不適格事由が生じた日から起算し
て２年以内に､当社と事務取扱協定を締結している事業主によって支払わ
れる賃金からの控除の方法により保険料が払い込まれた場合または当社
と事務取扱協定を締結している事務代行団体を通じて保険料が払い込ま
れた場合を除きます。 

(２)海外転勤によって保険契約者に継続適用不適格事由が生じ、その事由が生
じた日から起算して１年を経過した場合には、この保険契約は、その事由
が生じた日から起算して１年を経過した日に保険契約者によって解除さ
れたものとみなします。 

第１９条（保険契約解除の効力） 
(１)保険契約の解除は､満期返れい金および持家取得等費用返れい金支払条項

第２条（持家取得等費用返れい金を支払う場合）の持家取得等費用返れい
金の支払の場合を除き､保険契約の全部についてその効力を生じ､保険契
約の一部についてのみ解除することはできないものとします。 

(２)保険契約の解除は､将来に向かってのみその効力を生じます。 

第２０条（保険契約者による保険契約条件の変更） 
(１)保険契約者は､当社の定めるところにより､次に掲げる保険契約の条件そ

の他必要な事項を変更することができます。 
① 保険料の払込方法 
② 保険料額 

(２)保険契約者は､(１)の規定による保険契約の条件の変更手続および次に掲
げる手続を､事業主または事務代行団体を通じて行うものとします。 
① 満期返れい金および持家取得等費用返れい金支払条項第３条（保険期
間満了日の指定）の規定による指定 

② 満期返れい金および持家取得等費用返れい金支払条項第７条（持家取
得等費用返れい金の支払）(１)の請求および同条(４)の書類の提出 

③ 第９条（保険契約者の住所変更）の規定による通知 
④ 第１４条（保険契約者による保険契約の解除）の規定による通知 

第２１条（当社による保険契約条件の変更） 
(１)当社は､保険期間の中途において､財形法その他法令の改正または市中金

利の変動等により特に必要があると認めた場合は､主務官庁の認可を得て､
この約款の規定または計算基礎（注）を将来に向かって変更することがあり
ます。 

(２)(１)の規定により計算基礎（注）を変更した場合､当社は､変更月以降は既に
当社に払い込まれた保険料を含めて変更後の計算基礎（注）を適用します。 

(３)当社は､(１)の変更をする場合には､保険契約者に変更日の３０日前まで
に通知します。 

(４)当社は､(３)の通知を､事業主または事務代行団体を通じて行うことがあ
ります。 

（注）計算基礎 
保険料もしくは積立金額等の計算の基礎をいいます。 

第２２条（返還保険料の支払－無効の場合） 
保険契約が無効の場合には、当社は、保険料の全額を返還します。ただ

し、第１０条（保険契約の無効）の規定により保険契約が無効となる場合
には、返還保険料を支払いません。 

054



V6698_住傷_普約 3.docx  12 
 

第２３条（返還保険料の支払－保険金支払後の保険契約の場合） 
第１２条（保険金支払後の保険契約）の規定により、保険契約が終了す

る場合には､返還保険料を支払いません。ただし､補償条項第３条（死亡保
険金の支払）(５)､同条項第４条（重度後遺障害保険金の支払）または同条
項第５条（死亡の推定）の規定による保険料の返還を除きます。 

第２４条（返還保険料の支払－取消の場合） 
第１３条（保険契約の取消）の規定により、当社が保険契約を取り消し

た場合には、当社は、返還保険料を支払いません。 

第２５条（返還保険料の支払－失効、解除の場合） 
(１)第１１条（保険契約の失効）、第１４条（保険契約者による保険契約の解

除）、第１５条（重大事由による解除）、第１６条（保険料の定期払込がな
い場合の保険契約の解除）、第１７条（持家の取得等を証する書類の提出
がない場合の保険契約の解除）または第１８条（不適格事由等の発生の場
合の保険契約の解除）の規定により保険契約が失効した場合または保険契
約者もしくは当社が保険契約を解除した場合には、当社は、この保険契約
の払込保険料および経過期間に応じて､計算した金額（別表４例示）を返
還します。この場合の経過期間については､満期返れい金および持家取得
等費用返れい金支払条項第４条（満期返れい金の支払額）(２)の規定を準
用します。 

(２)(１)の場合において､保険契約者が､不適格事由が生じた後他の事業主に
雇用され､新契約（注）の財形住宅貯蓄取扱機関に返還保険料を払い込むこと
を申し出たときは､当社は､新契約（注）の財形住宅貯蓄取扱機関に払い込む
方法によって､保険契約者に返還保険料を支払います。 

(３)(１)の場合において､保険契約者が､財形法および財形法施行令に規定す
るところにより預替え等を行う場合に､新契約（注）の財形住宅貯蓄取扱機関
に返還保険料を払い込むことを申し出たときは､当社は､新契約（注）の財形
住宅貯蓄取扱機関に払い込む方法によって､保険契約者に返還保険料を支
払います。 

(４)(１)の返還保険料の支払は､保険契約者からその支払方法についての指定
があり当社がこれを承認した場合を除いて当社の本店または支店で行う
ものとし､返還保険料支払事由が生じた日または(６)の請求書類が当社に
到着した日のいずれか遅い日の翌日から起算して２０日以内に行います。 

(５)(４)の規定による返還保険料の支払は､日本国内において､日本国通貨を
もって行います。 

(６)保険契約者が(１)から(３)までの返還保険料の支払を受けようとする場合
は､別表３に掲げる書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。 

(７)保険契約者が(６)の書類に事実を記載しなかった場合または事実と異な
る記載をした場合は､事実が記載された書類が当社に提出されるまでは、
当社は､返還保険料を支払いません。 

(８)第１１条（保険契約の失効）の規定により保険契約が失効し返還保険料が
支払われる場合において､被保険者の法定相続人が２名以上であるときは､
補償条項第３条（死亡保険金の支払）(２)および(３)ならびに第３３条（死
亡保険金受取人が複数の場合の取扱い）の規定を準用します。 

（注）新契約 
財形法および財形法施行令に規定するところによる新たな財形住宅貯蓄契約をいい、

当社以外の財形住宅貯蓄取扱機関との間で締結される契約に限ります。 

第２６条（事故の通知） 
(１)被保険者が補償条項第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った場合は､
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保険契約者または保険金を受け取るべき者は､その原因となった事故の発
生の日からその日を含めて３０日以内に事故発生の状況および傷害の程
度を当社に通知しなければなりません。この場合において､当社が書面に
よる通知もしくは説明を求めたときまたは被保険者の診断書もしくは死
体検案書の提出を求めたときは､これに応じなければなりません。 

(２)被保険者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合また
は遭難した場合は､保険金を受け取るべき者は､その航空機または船舶が
行方不明となった日または遭難した日からその日を含めて３０日以内に
行方不明または遭難発生の状況を当社に書面により通知しなければなり
ません。 

(３)保険契約者または保険金を受け取るべき者が、正当な理由がなく(１)もし
くは(２)の規定に違反した場合､またはその通知もしくは説明について
知っている事実を告げなかった場合もしくは事実と異なることを告げた
場合は､当社は､それによって当社が被った損害の額を差し引いて保険金
を支払います。 

第２７条（保険金の請求） 
(１)当社に対する保険金請求権は、次の時から、それぞれ発生し、これを行使

することができるものとします。 
① 死亡保険金については、被保険者が死亡した時 
② 重度後遺障害保険金については、被保険者に重度後遺障害が生じた時

または事故の発生の日からその日を含めて１８０日を経過した時のいず
れか早い時 

(２)被保険者または保険金を受け取るべき者が保険金の支払を請求する場合
は､別表５に掲げる書類のうち当社が求めるものを提出しなければなりま
せん。 

(３)被保険者に保険金を請求できない事情がある場合で、かつ、保険金の支払
を受けるべき被保険者の代理人がいないときは、次に掲げる者のいずれか
がその事情を示す書類をもってその旨を当社に申し出て、当社の承認を得
たうえで、被保険者の代理人として保険金を請求することができます。 
① 被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 
② ①に規定する者がいない場合または①に規定する者に保険金を請求で

きない事情がある場合には、被保険者と同居または生計を共にする３親
等内の親族 

③ ①および②に規定する者がいない場合または①および②に規定する者
に保険金を請求できない事情がある場合には、①以外の配偶者（注）または
②以外の３親等内の親族 

(４)(３)の規定による被保険者の代理人からの保険金の請求に対して、当社が
保険金を支払った後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、当社は、
保険金を支払いません。 

(５)当社は､事故の内容または傷害の程度等に応じ、保険契約者、被保険者ま
たは保険金を受け取るべき者に対して、(２)に掲げるもの以外の書類もし
くは証拠の提出または当社が行う調査への協力を求めることがあります。
この場合には、当社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協
力をしなければなりません。 

(６)被保険者または保険金を受け取るべき者が、正当な理由がなく(５)の規定
に違反した場合または(２)、(３)もしくは(５)の書類に事実と異なる記載を
し、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合は､当
社は､それによって当社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払いま
す。 

（注）配偶者 
法律上の配偶者に限ります。 
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第２８条（保険金の支払時期） 
(１)当社は､請求完了日（注１）からその日を含めて３０日以内に、当社が保険金

を支払うために必要な次の事項の確認を終え、保険金を支払います。 
① 保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、
事故発生の状況、傷害発生の有無および被保険者に該当する事実 

② 保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保険金
が支払われない事由としてこの保険契約において定める事由に該当する
事実の有無 

③ 保険金を算出するための確認に必要な事項として、傷害の程度、事故
と傷害との関係、治療の経過および内容 

④ 保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約にお
いて定める解除、無効、失効または取消の事由に該当する事実の有無 

(２)(１)の確認をするため、次に掲げる特別な照会または調査が不可欠な場合
には、(１)の規定にかかわらず、当社は、請求完了日（注１）からその日を含
めて次に掲げる日数（注２）を経過する日までに、保険金を支払います。この
場合において、当社は、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時
期を被保険者または保険金を受け取るべき者に対して通知するものとし
ます。 
① (１)①から④までの事項を確認するための、警察、検察、消防その他の
公の機関による捜査・調査結果の照会（注３） １８０日 

② (１)①から④までの事項を確認するための、医療機関、検査機関その他
の専門機関による診断、鑑定等の結果の照会 ９０日 

③ (１)③の事項のうち、重度後遺障害の内容およびその程度を確認するた
めの、医療機関による診断、重度後遺障害の認定に係る専門機関による
審査等の結果の照会 １２０日 

④ 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された災害の被災地
域における(１)①から④までの事項の確認のための調査 ６０日 

⑤ (１)①から④までの事項の確認を日本国内において行うための代替的
な手段がない場合の日本国外における調査 １８０日 

(３)(１)および(２)に掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約者、被保険者
または保険金を受け取るべき者が正当な理由がなくその確認を妨げ、また
はこれに応じなかった場合（注４）には、これにより確認が遅延した期間につ
いては、(１)または(２)の期間に算入しないものとします。 

(４)(１)または(２)の規定による保険金の支払は､保険契約者、被保険者または
保険金を受け取るべき者と当社があらかじめ合意した場合を除いては､日
本国内において､日本国通貨をもって行うものとします。 

（注１）請求完了日 
被保険者または保険金を受け取るべき者が第２７条（保険金の請求）(２)および(３)

の規定による手続を完了した日をいいます。 
（注２）次に掲げる日数 

複数に該当する場合は、そのうち最長の日数とします。 
（注３）警察、検察、消防その他の公の機関による捜査・調査結果の照会 

弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）に基づく照会その他法令に基づく照会を含
みます。 

（注４）これに応じなかった場合 
必要な協力を行わなかった場合を含みます。 

第２９条（当社の指定する医師が作成した診断書等の要求） 
(１)当社は､第２６条（事故の通知）の規定による通知または第２７条（保険

金の請求）の規定による請求を受けた場合は､傷害の程度の認定その他保
険金の支払にあたり必要な限度において、被保険者または保険金を受け取
るべき者に対し当社の指定する医師が作成した被保険者の診断書または
死体検案書の提出を求めることができます。 
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(２)(１)の規定による診断または死体の検案（注１）のために要した費用（注２）は、
当社が負担します。 

（注１）死体の検案 
死体について、死亡の事実を医学的に確認することをいいます。 

（注２）費用 
収入の喪失を含みません。 

第３０条（時効） 
保険金請求権は、第２７条（保険金の請求）(１)に定める時の翌日から起

算して３年を経過した場合は、時効によって消滅します。 

第３１条（代位） 
当社が保険金を支払った場合であっても､被保険者またはその法定相続

人がその傷害について第三者に対して有する損害賠償請求権は､当社に移
転しません。 

第３２条（死亡保険金受取人の変更） 
(１)保険契約締結の際、保険契約者が死亡保険金受取人を定めなかった場合は、

被保険者の法定相続人を死亡保険金受取人とします。 
(２)保険契約締結の後、被保険者が死亡するまでは、保険契約者は、死亡保険

金受取人を変更することができます。 
(３)(２)の規定による死亡保険金受取人の変更を行う場合には、保険契約者は、

その旨を当社に通知しなければなりません。 
(４)(３)の規定による通知が当社に到達した場合には、死亡保険金受取人の変

更は、保険契約者がその通知を発した時にその効力を生じたものとします。
ただし、その通知が当社に到達する前に当社が変更前の死亡保険金受取人
に保険金を支払った場合は、その後に保険金の請求を受けても、当社は、
保険金を支払いません。 

(５)保険契約者は、(２)の死亡保険金受取人の変更を、法律上有効な遺言に
よって行うことができます。 

(６)(５)の規定による死亡保険金受取人の変更を行う場合には、遺言が効力を
生じた後、保険契約者の法定相続人がその旨を当社に通知しなければ、そ
の変更を当社に対抗することができません。なお、その通知が当社に到達
する前に当社が変更前の死亡保険金受取人に保険金を支払った場合は、そ
の後に保険金の請求を受けても、当社は、保険金を支払いません。 

(７)死亡保険金受取人が被保険者が死亡する前に死亡した場合は､その死亡し
た死亡保険金受取人の死亡時の法定相続人（注）を死亡保険金受取人としま
す。 

(８)保険契約者は、重度後遺障害保険金について、その受取人を被保険者以外
の者に定め、または変更することはできません。 

（注）法定相続人 
法定相続人のうち死亡している者がある場合は､その者については､順次の法定相続

人とします。 

第３３条（死亡保険金受取人が複数の場合の取扱い） 
(１)この保険契約について､死亡保険金受取人が２名以上である場合は､当社

は､代表者１名を定めることを求めることができます。この場合において､
代表者は他の死亡保険金受取人を代理するものとします。 

(２)(１)の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでない場合には､
死亡保険金受取人の中の１名に対して行う当社の行為は､他の死亡保険金
受取人に対しても効力を有するものとします。 
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第３４条（契約者配当） 
(１)当社は､毎事業年度末において保険料のうち満期返れい金の原資である積

立保険料の運用益が当社の予定した利率（注）に基づく運用益を超えた場合､
その超えた部分の運用益のうち､払込保険料および経過期間などに応じて
計算された金額を契約者配当準備金として積み立てます。 

(２)当社は､(１)の契約者配当準備金を､次の事業年度における保険期間の始
期日応当日に有効な保険契約に対して､払込保険料および経過期間などに
応じて計算しその応当日から積み立てておき､契約者配当金として次のと
おり支払います。 
① 死亡保険金を支払う場合には､死亡保険金を支払う時に被保険者の法
定相続人に支払います。 

② 重度後遺障害保険金を支払う場合には､重度後遺障害保険金を支払う
時に保険契約者に支払います。 

③ 満期返れい金を支払う場合には､満期返れい金を支払う時に保険契約
者に支払います。 

④ 持家取得等費用返れい金を支払う場合には､持家取得等費用返れい金
を支払う時に保険契約者に支払います。 

⑤ 保険契約の失効により返還保険料を支払う場合には､返還保険料を支
払う時に被保険者の法定相続人に支払います。 

⑥ 保険契約の解除により返還保険料を支払う場合には､返還保険料を支
払う時に保険契約者に支払います。 

(３)(２)の規定にかかわらず､保険契約が無効の場合には､当社は､契約者配当
金を支払いません。 

(４)契約者配当金の請求方法等については､次に掲げる規定を準用します。 
① 満期返れい金と同時に支払う場合には､満期返れい金および持家取得
等費用返れい金支払条項第５条（満期返れい金の支払）(１)から(４)まで 

② 持家取得等費用返れい金と同時に支払う場合には､満期返れい金およ
び持家取得等費用返れい金支払条項第７条（持家取得等費用返れい金の
支払）(１)から(６)まで 

③ ①および②以外の場合には､第２５条（保険料の返還－失効、解除の場
合）(４)から(７)まで 

(５)契約者配当金請求権は､支払事由が生じた日の翌日から起算して３年を経
過した時に消滅します。 

（注）予定した利率 
保険料､満期返れい金等を算出する際に用いた利率をいいます。 

第３５条（訴訟の提起） 
この保険契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に提起

するものとします。 

第３６条（保険法に定める書面の交付） 
保険契約が成立した場合でも、当社は、保険法（平成２０年法律第５６

号）に定める書面を保険契約者に交付しません。 

第３７条（準拠法） 
この約款に規定のない事項については､日本国の法令に準拠します。 
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別表１ 重度後遺障害表 
１．両眼が失明した場合 
２．咀そ しゃくまたは言語の機能を全く廃した場合 
３．神経系統の機能または精神に著しい障害を残し､常に介護を要する場合 
４．胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し､常に介護を要する場合 
５．両上肢をひじ関節以上で失った場合または両上肢の用を全く廃した場合 
６．両下肢をひざ関節以上で失った場合または両下肢の用を全く廃した場合 
７．１上肢をひじ関節以上で失い、かつ、１下肢をひざ関節以上で失った
かまたはその用を全く廃した場合 

８．１上肢の用を全く廃し､かつ､１下肢をひざ関節以上で失った場合 
（注）５．から８．までの規定中「以上」とはその関節より心臓に近い部分をいいます。 
 
別表２ 満期返れい金積立金額例表 
※詳細は別冊でご確認ください。 
 

保険料を毎月１，０００円ずつ払い込んだ場合 
保険料払込年数 積 立 金 額 

５ 年 円
７ 
１０ 
１５ 

 
別表３ 満期返れい金、持家取得等費用返れい金および失効・解除の場合の

返還保険料の請求書類 
① 当社の定める請求書 
② 保険契約者の印鑑証明書 
③ 財形法および財形法施行令に規定する書類 
④ 保険契約者の本人確認資料、代理人が手続を行う場合の委任状など、
手続を行うにあたって必要と認められる書類 

 
別表４ 失効・解除の場合の返還保険料例表 
※詳細は別冊でご確認ください。 
 

保険料を毎月１，０００円ずつ払い込んだ場合 
保険料払込年数 返還保険料額 

１  年 円
２ 
３ 
４ 
５ 
７ 
１０ 
１５ 
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別表５ 保険金請求書類 

保険金種類
提出書類 

死
 

 
亡
 

後
遺

障
害
 

重
 

 
度
 

１．保険金請求書 ○ ○ 
２．当社の定める傷害状況報告書 ○ ○ 
３．公の機関（やむを得ない場合には､第三者）の
事故証明書 ○ ○ 

４．死亡診断書または死体検案書 ○  
５．重度後遺障害の程度を証明する被保険者以外
の医師の診断書  ○ 

６．死亡保険金受取人（死亡保険金受取人を定め
なかった場合は､被保険者の法定相続人）の印鑑
証明書 

○  

７．被保険者の印鑑証明書  ○ 
８．被保険者の戸籍謄本 ○  
９．法定相続人の戸籍謄本（死亡保険金受取人を
定めなかった場合） ○  

１０．委任を証する書類および委任を受けた者の
印鑑証明書（保険金の請求を第三者に委任する
場合） 

○ ○ 

１１．その他当社が基本条項第２８条（保険金の
支払時期）(１)に定める必要な事項の確認を行う
ために欠くことのできない書類または証拠とし
て保険契約締結の際に当社が交付する書面等に
おいて定めたもの 

○ ○ 

（注）保険金を請求する場合には､○を付した書類のうち当社が求めるものを提出しなけれ
ばなりません。 
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返還保険料のお取扱いなど、普通保

険約款について補足する事項があり

ますので、普通保険約款とともに内

容をご確認ください。 

 

●ご契約内容の変更が必要なとき 

●万一の事故のときの 

お手続について 

●返還保険料のお取扱いについて 

その他のお取扱い 

について 



１．ご契約内容の変更が必要なとき

（１）�次のようなときには、勤務先を経由して取扱代理店または当
社まで遅滞なくご連絡ください。

　①保険契約者の住所を変更したとき
　　ご通知いただけない場合は、重要なお知
　　らせやご案内ができないこととなります。

　②転勤・出向・転職・退職をしたとき
　　�団体から脱退（ご退職など）する場合は、保険契約を継続
することができなくなります。ただし、退職後再就職され、
かつ２年以内に所定の手続をお取りになった場合、新しい
勤務先の取扱金融機関でご契約を継続できる場合がござい
ますのでお早めにご相談ください。

　③積立額の変更や積立の中断・再開をする場合
　　�積立額の変更は可能ですが、所定のお手続が必要となりま
す。また、２年以内に限り保険料のお払込みを中断するこ
とができます（海外転勤の場合、７年以内の中断が認めら
れる場合があります。）。

　④�非課税限度額を変更する場合
　　（財形年金傷害保険・財形住宅傷害保険の場合）
　　�あらかじめ設定した非課税限度額を超えて払い込むことは
できません。非課税限度額を変更する場合には所定のお手
続が必要となります。

（２）�また、被保険者がご病気等でお亡くなりになった場合には、
保険契約が失効または終了しますので、失効等のお手続が必
要になります。お手続につき、取扱代理店または当社までご
相談ください。この場合、所定の返れい金をお支払いできる
ことがあります。
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２．万一の事故のときのお手続について

■�保険金をお支払いする場合に該当したときには、取扱代理店ま
たは当社までご連絡ください。保険金請求の手続につきまして
詳しくご案内いたします。なお、保険金支払事由に該当した日
から30日以内にご連絡がない場合、もしくは知っている事実を
告げなかった場合、または事実と異なることを告げた場合は、
当社はそれによって被った損害の額を差し引いて保険金をお支
払いすることがあります。

■�被保険者または保険金を受け取るべき方（これらの方の代理人
を含みます。）が保険金の請求を行うときは、次表の書類のうち、
事故受付後に当社が求めるものをご提出いただきます。詳細は
取扱代理店または当社にご相談ください。
　※　�事故の内容、傷害の程度に応じて、次表の書類以外の書類

をご提出いただくようお願いする場合がありますので、ご
了承ください。

保険金のご請求に必要な書類
（１�）当社所定の保険金請求書

（２�）当社が保険金の支払事由の発生有無、保険金が支払われない事由に該当する事
実の有無、損害の程度を確認するために必要な書類

書類の例
《当社所定の同意書（医師や公的機関に照会し説明を求めることについての同意を含
みます。）、事故原因に関する写真・画像データ　等》

（３�）被保険者またはその代理人（親権者、代理請求人、相続人等）の保険金請求で
あることを確認するための書類

書類の例
《�住民票、健康保険証（写）、戸籍謄本、戸籍抄本、委任状、印鑑証明書、商業登記
簿謄本　等》

（４�）診断書、診療状況申告書、治療等に要した費用の領収書およびその他費用の額
を示す書類

書類の例
《�当社所定の診断書、診療状況申告書、診療報酬明細書、治療費の領収書、診療明細
書　等》

（５�）公の機関（やむを得ない場合には第三者）等の事故証明書
書類の例
《�警察署・消防署等の公の機関、交通機関、医療機関、施設管理者、勤務先等の事故
証明書　等》

（６�）死亡診断書または死体検案書、戸籍謄本
書類の例
《�死亡診断書、死体検案書、出生から死亡までの連続性が確認できる戸籍謄本、除籍
謄本　等》

事故にあわれた場合は、取扱代理店または事故受付センターまでご連絡ください。

三井住友海上へのご連絡は

24時間365日事故受付サービス
「三井住友海上事故受付センター」

0120-2
事

5
故

8
は

-1
い ち 早 く

89
（無料）へ
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■代理請求人制度

　�高度障害状態となり、意思能力を喪失した場合など、被保険者
に保険金を請求できない事情があり、かつ、保険金を受け取る
べき被保険者の代理人がいない場合には、当社の承認を得て、
被保険者と同居または生計を共にする配偶者（＊）等（以下「代理
請求人」といいます。詳細は下記の（注）をご参照ください。）が、
保険金を請求できることがあります。また、本内容については、
代理請求人となられる方にも必ずご説明ください。
　（注）�①「被保険者と同居または生計を共にする配偶者（＊）」
　　　②�上記①に該当する方がいないまたは上記①に該当する

方に保険金を請求できない事情がある場合
　　　　「被保険者と同居または生計を共にする３親等内の親族」
　　　③�上記①、②に該当する方がいないまたは上記①、②に

該当する方に保険金を請求できない事情がある場合
　　　　�「上記①以外の配偶者（＊）」または「上記②以外の３親等内

の親族」
　（＊）配偶者は、法律上の配偶者に限ります。

■�当社は、保険金請求に必要な書類（＊1）をご提出いただいてから
その日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするために必要
な事項の確認（＊2）を終えて保険金をお支払いします。（＊3）
　（＊１）�保険金請求に必要な書類は、前記の表をご参照くださ

い。「代理請求人」が保険金を請求される場合は、被保
険者が保険金を請求できない事情を示す書類をご提出
いただきます。

　（＊２）�保険金をお支払いする事由の有無、保険金をお支払い
しない事由の有無、保険金の算出、保険契約の効力の
有無、その他当社がお支払いすべき保険金の額の確定
のために確認が必要な事項をいいます。

　（＊３）�必要な事項の確認を行うために、警察などの公の機関
の捜査結果の照会、医療機関など専門機関の診断結果
の照会、災害救助法が適用された被災地における調査、
日本国外における調査等が必要な場合には、普通保険
約款に定める日数までに保険金をお支払いします。こ
の場合、当社は確認が必要な事項およびその確認を終
える時期を被保険者または保険金を受け取るべき方に
通知します。

（７�）後遺障害診断書およびその他の後遺障害による損害の内容・程度を示す書類
書類の例
《�当社所定の後遺障害診断書、レントゲンフィルム等検査資料その他の後遺障害の内
容・程度を示す書類　等》
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■�保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意くだ
さい。保険金請求権の発生時期の詳細は、普通保険約款でご確
認ください。

３．返還保険料のお取扱いについて

この保険契約では、ご契約の解約・失効に際しては、保険料を返
還いたします（解約・失効返れい金）。ご契約を解約される場合に
は、勤務先を経由して取扱代理店または当社に速やかにお申出く
ださい。
なお、解約・失効返れい金の代表的な例については、本冊子の別
冊にてご案内しておりますので、ご確認ください。
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日常生活に役立つさまざまなサービスを専用ダイヤルでご提供します。
（電話相談無料）

■健康･医療相談（医師相談は一部予約制）
■医療機関総合情報提供
■診断サポートサービス（各種人間ドック機関紹介等）
■三大疾病セカンドオピニオン情報提供
■女性医師情報提供、女性医師相談（医師相談は一部予約制）

■介護に関する情報提供
■介護に関する悩み相談
■公的介護保険で利用できるサービス等に関する相談
■認知症に関する情報提供と悩み相談

■子育て相談（12才以下）
■暮らしの情報提供（冠婚葬祭、ボランティア情報）
■安心な暮らしをサポートする事業者の紹介

お客さまの行っている事業についてのご相談や、既に弁護士に対応
を依頼している案件、訴訟となっている案件についてのご相談は対象
となりません。また、当社保険に関連するご相談は、取扱代理店または
当社までお問い合わせください。

■暮らしのトラブル相談（法律相談）　　■暮らしの税務相談

＊ご利用時には、お名前、ご契約されている保険の種類、証券番号をお
知らせください。
＊平日とは、土・日・祝日・年末・年始を除いた月～金をいいます。
＊お使いの電話回線により、ご利用できない場合があります。また、ご利
用は日本国内からに限ります。
＊本サービスは、当社提携サービス会社にてご提供します。海外に関す
るご相談など、ご相談内容によってはご対応できない場合があります。
＊本サービスは予告なく変更･中止する場合がありますので、あらかじめ
ご了承ください。

付帯サービスの
ご案内 生活サポートサービス
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